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終了時評価調査結果要約表終了時評価調査結果要約表終了時評価調査結果要約表終了時評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：タンザニア連合共和国 案件名：税務研修能力強化プロジェクト 

分野：財政・金融 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：産業開発・公共政策部 

行財政・金融チーム 

協力金額（評価時点）：2 億 7,100 万円 

相手国実施機関：歳入庁（TRA） 

        税務研修センター（ITA） 

協力期間 
（R/D）2011 年 12 月 1 日 日本側協力機関：国税庁 

        税務大学校 
2012 年 3 月 10 日～2015 年 3 月 9 日 

１－１ 協力の背景と概要 

タンザニア連合共和国（以下、「タンザニア」と記す）は、第 2 次経済成長・貧困削減戦略

〔Mkakati wa Kukuza Uchumi na Kupunguza Umasikini Tanzania（National Strategy for Growth and 

Reduction of Poverty（NSGRP）in English）：MKUKUTA II〕におけるマクロ経済戦略の一環とし

て、税制改革や税務行政の効率化を図り、国内歳入の強化を掲げている。2011 年度においても

歳入の 3 割を援助に依存しており、財務行政の強化及び歳入増加は緊急性の高い重要な課題と

なっている。特にタンザニア歳入庁（Tanzania Revenue Authority：TRA）職員の継続的な能力・

知識向上のためには、TRA 直属の研修機関である税務研修センター（ Institute of Tax 

Administration：ITA）の役割が重要である。ITA では、税務分野に係る現状のニーズに合致し

た研修コースと教材が整備されておらず、人材育成の強化に向けた見直しが必要となっている。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

TRA 職員の税務行政能力が強化される。 

（2）プロジェクト目標 

ITA によって提供される研修事業が改善される。 

（3）成果 

成果 1 研修事業の計画・準備プロセスが体系化される。 

成果 2 ITA 講師の研修実施能力が強化される。 

成果 3 ITA の評価手順が強化される。 

（4）投入 

1）日本側 

【専門家派遣】 合計で 10 専門家（うち 1 名が常駐） 

【現地経費】  15 万 5,600 米ドル（2014 年 10 月末時点：主に外部講師費用、交通

費） 

【供与機材】  なし 

【本邦研修】  22 名が日本での研修に参加（2013 年 2 月 8 名、8 日間、2014 年 3

月 14 名、10 日間） 

【現地研修】  5 回の研修に延べ 82 名が参加 
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2）タンザニア側 

【カウンターパート（Counterpart：C/P）配置】プロジェクトダイレクター（TRA）、

プロジェクトマネジャー（ITA 学長）の他 12 名の ITA 職員を配置 

【プロジェクト事務所・施設】ITA 内プロジェクトチーム用事務所スペース、事務用

机・椅子、電気 

【プロジェクト運営費】5 万 2,500 米ドル（2014 年 10 月末時点；主にトレーナー向け

研修（Training of Trainers：ToT）旅費、電子会計システムの米国で

の研修） 

２．評価調査団の概要 

調査者 総括 馬杉学治 JICA 産業開発・公共政策部 行財政・金融チーム 課長 

協力企画 高村智子 JICA 産業開発・公共政策部 行財政・金融チーム 特別

嘱託 

評価分析 加藤久仁明 株式会社国際開発ソリューションズ コンサルタント 

調査期間 2014 年 11 月 9 日～11 月 22 日 調査種類 終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果 

成果 1：研修事業の計画・準備プロセスが体系化される。 

指標（OVI） 結果 

1-1. ニーズ評価と研修計画のメ

カニズムが開発され、改良

される。 

●TRA の部門や税務署向けにニーズ調査を実施した。 

●5 つのコースを特定した。 

税務基礎コース（TBC）、税務上級コース（TAC）、

電子会計システムコース（EAS）、国際課税コース

（ITC）、業種別税務調査コース（SBC） 

●すべてのコースについてニーズ調査を実施。 

●TBC、TAC、EAS 及び ITC のカリキュラムを開発/

改訂。 

●SBC については、他ドナーとの重複を避けるため、

計画と実施が予定より遅れた。 

●TRA と ITA のコミュニケーションの場である研修管

理委員会（TMC）を通して、TRA のニーズに正しく

基づいた研修プログラムが開発された。 

1-2. 研修教材が開発され、改良

される。 

●TBC、TAC、EAS 及び ITC の研修教材が開発/改訂さ

れた。 

●TBC、TAC、EAS 及び ITC の教材に実践的な要素を

加えた。 

●他の 3 研修事業の教材は C/P と JICA 専門家の協力

で開発したところ、TAC の教材は C/P が開発した。 
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1-3. 特定された研修事業のカリ

キュラム及び研修教材に関

する研修受講者の平均満足

度が、研修カリキュラムで

95％以上、研修教材で 85％

以上に達する。 

●現在まででカリキュラムについて平均満足度が

85％、教材については 94％である。 

●TAC のカリキュラムの満足度が 63％と低い。講義内

容の量の多さに比して研修期間が短すぎるという理

由による。 

1-4. 各科目の教材の活用頻度が

増加する。 

●EAS の教材は改訂され再度使われた。EAS のために

作成された財務会計と電子会計の教材は TAC にも

使われている。 

●TAC の教材は再び使われる予定である。 

 

成果 2：ITA 講師の研修実施能力が強化される。 

指標（OVI） 結果 

2-1. ITA 講師による出版物の数

が増加する。 

●プロジェクト開始前の 1 年間の出版物数が 1 に対し

て、プロジェクト開始後 2 年半の出版物数は 14 で

ある。 

2-2. ITA 講師の知識・スキル及び

指導法に関する研修受講者

の満足度が、平均で 75％以

上に達する。 

●平均 92％ 

-EAS（Tally）1st 92％、2nd 97％   -EAS（ACL）95％ 

-ITC 98％    -TBC 89％    -TAC 78％ 

 

成果 3：ITA の評価手順が強化される。 

指標（OVI） 結果 

3-1. 評価方法とフィード・バッ

ク手法が開発され、改良さ

れる。 

●TBC、EAS、ITC 及び TAC にレベル 1 評価を実施し

た。EAS においては、カリキュラムと教材の改善が

行われ、2 回目の研修が改善されたカリキュラムと

教材によって実施された。 

●TBC 及び ITC にレベル 3 評価が行われた。 

3-2. TMCで受領された評価結果

の割合が 100％に達する。 

●100％受領している。 

3-3. TMCがレビューした評価結

果の割合が 100％に達する。 

●100％レビューしている。 

 

（2）プロジェクト目標 

プロジェクト目標：ITA によって提供される研修事業が改善される。 

指標（OVI） 結果 

研修プログラムに係る PDCA サイクルが採

用され、正式に ITA に導入される。 

ステージ III まで達成した。 

ステージ IV に向けて準備中。 
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1-1. ステージ I（initial stage）：PDCA サイク

ルが存在しない。カリキュラムや教材は

存在するが、PDCA サイクルに基づいて

開発されていない。 

1-2. ステージ II：PDCA サイクルは存在する

が文書上においてである。 

1-3. ステージ III：PDCA サイクルは存在す

るが、JICA コンサルタントチームによ

り管理されている。 

1-4. ステージ IV：PDCA サイクルは存在し、

ITA 自身によって運営されている。 

研修科目の範囲が拡大する。 ●新科目 EAS、ITC と TAC が開発され、

実施された。SBC はプロジェクト期間中

に開発され実施される予定である。 

●すべての特定された研修事業に実務的

な内容が盛り込まれ、または盛り込まれ

る予定である。 

●すべての特定された研修事業が開発さ

れまたは開発される予定である。 

特定された研修事業に関する TRA 担当部局

（受講者の所属部署）の満足度が平均で

75％以上に達する。 

●現状まで平均で 90.4％。 

特定された研修事業の受講者数が 210 名以

上に達する。 

●すでに 166 名が受講し、105 名の受講が

計画されている。（合計で 271 名） 

 

（3）上位目標 

上位目標：TRA 職員の税務行政能力が強化される。 

指標（OVI） 結果 

1．各 TRA 職員によって遂行された税務調査

の年間平均件数が増加する。 

調査団がインタビューした結果、受講者の

知識と技能の向上により業務処理速度が

向上したと聞いている。しかし、税務調査

全体への影響の評価は時期尚早。 

2．税務調査件数あたりの平均追加徴収額が

増加する。 

新科目で習得した知識を使って徴税した

事例がある。しかし、税務調査全体への影

響の評価は時期尚早。 
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３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

以下の確認結果から、妥当性は高いと評価する。 

タンザニア政府は、GDP に対する国内歳入の割合を増加させる具体的な数値目標を掲げ

ている。MKUKUTA II、開発 5カ年計画、第 4次公共財政管理改革プログラム（Public Financial 

Management Reform Program：PFMRP IV）等において、関係当局の能力強化を国家戦略の

1 つとすることを明記している。したがって、歳入能力の増強のために ITA を支援するこ

とには妥当性がある。 

また、TRA は、人材能力の戦略的改善を上記の国家戦略に基づくコーポレートプランの

中で明記しており、ITA によって税務職員の能力を強化することが TRA のコーポレートプ

ランに貢献すると述べている。 

日本は、対タンザニア国別援助方針において、タンザニア政府の行財政能力強化を支援

すると言及し、具体的な支援策として公共財政管理能力の強化を挙げている。 

 

（2）有効性 

以下の確認結果から、プロジェクト目標である、「ITA によって提供される研修事業が改

善される」はアウトプットの十分な貢献により達成されており、したがって、プロジェク

トの有効性は高いと評価される。 

ITA の研修事業は、TRA でのニーズ調査を基に決定した特定された研修事業 5 コース（4

コース新設、1 コース改訂）によってその範囲が拡大し、そのうち実施済みの 4 コースの

受講者の満足度はカリキュラム、教材のどちらも全般に高い。またうち 2 コースについて、

研修実施 9 カ月後に行った受講者・所属部門への追跡調査で満足度は 90.4％に達した。研

修カリキュラム・研修教材・講師について計画、実施、検討、対処（Plan, Do, Check, Act：

PDCA）サイクルの採用によって継続的改善の道筋がつけられた。 

講師については、ITA 講師 30 名中 12 名が C/P として、特定された研修事業の新設・改

訂に携わっている。C/P の講師としての能力は、特定された研修事業の開発、実施、フィ

ード・バックを通して、また、教授法の研修等を通して伸長している。受講者の講師への

満足度は平均で 92％である。 

上記のとおり、プロジェクトで直接に扱った研修事業は全 30 コースのうち 5 コース、

直接に携わる C/P が全 30 講師中 12 名である。しかし、上記の PDCA サイクルの定着、研

修管理委員会（Training Management Committee：TMC）の設置によって、TRA のニーズを

汲み取り、かつ TRA に事例の提供をスムーズに求められるようになり、実務に即した実

践的な研修を提供できる体制が整ったことにより、研修事業の改善は ITA 全体に及ぶもの

と判断できる。 

「税務上級コース（Taxation Advanced Course：TAC）」については第 2 回目を 2015 年 2

月に実施、「業種別税務調査コース（Sector Based Tax Audit Course：SBC）」は第 1 回目を

2015 年 1 月に実施の予定であるが、追加的に実施し PDCA サイクルをもう 1～2 回回すこ

とで、プロジェクト目標の達成度はより高くなると見込まれる。 
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（3）効率性 

以下の結果から、プロジェクトの効率性は高いと評価される。 

専門家は計画に沿って適切に投入されている。派遣された 10 名の専門家のうち、1 名は

ダルエスサラームに常駐し、調整業務と日本人専門家と現地関係者の窓口の機能を果たし

てプロジェクトの円滑な運営に貢献している。本邦研修で訪れた税務大学校での経験は、

C/P のモチベーションを高めるとともに、そこで学んだグループワークと実地訓練（On the 

Job Training：OJT）手法の TRA・ITA 内での導入が図られている。 

プロジェクトの運営面では、機能しなかった科目パネルに代えて設置した TRA・ITA 関

係者で構成される TMC が研修の評価分析、TRA・ITA の意見交換、相互への要請の窓口

の機能を果たし、プロジェクトの推進と TRA・ITA 間のコミュニケーションの改善に役に

立っている。 

成果については、研修事業の計画・準備プロセスの体系化、ITA 講師の研修実施能力の

強化、ITA の評価手順の強化のいずれにおいても、順調に結果が出ている。 

 

（4）インパクト 

以下の事実から、プロジェクトは上位目標「TRA 職員の税務行政能力が強化される」の

発現に向けて正しい道筋にあるので、インパクトは比較的高いと評価される。 

上位目標の指標である「各 TRA 職員によって遂行される税務調査の年間平均件数が増

加する」及び「税務調査件数あたりの平均追加徴収額が増加する」については、研修事業

を通して獲得した能力を受講者が税務調査等の現場で活用し、TRA 全体としての業績に影

響を与えるに至るまでには時間がかかるため、現状で評価するのは時期尚早である。 

しかし、プロジェクト目標（研修事業の改善）と上位目標（職員の税務行政能力の強化）

は密接な因果関係を持つことから、プロジェクト目標の達成と下記持続性が比較的高いこ

とを勘案すると上位目標の発現の蓋然性は比較的高いと考えられる。 

負の予想外のインパクトは想定されない。正の予想されないインパクトとしては、ITA

の講師が TRA 職員以外の学生向けのコースを持っていることから、研修を開発、実施、

評価する手法の改善により、これら学生の税に関する知識が向上し、結果としてタンザニ

アの市民の税へのコンプライアンスが向上する可能性がある。 

 

（5）持続性 

次の理由から、持続性は比較的高いと評価される。 

【政策面】 

タンザニアの開発戦略において、税金徴収と税務管理が重点分野に含まれているとこ

ろ、目標を達成するのにさらに努力が必要であるので、短期的に変更される可能性は低い

と思われる。 

【制度面】 

TMC は、TRA と ITA の間の協力の拡大のために設置され、持続性を支える大きな要素

である。PDCA の持続性については、両機関が準備している ISO 品質管理マニュアルへの

PDCA の記載が担保する。 
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【組織、財政面】 

TRA 及び ITA の活動の維持のための資金には大きな懸念はない。ITA の 2013/2014 年度

から 2017/2018 年度までの戦略計画において、教材の開発、OJT の促進、TRA から ITA へ

の講師の招聘及び新コースの開発・実施がプロジェクトに関連した事業として掲げられ、

予算配分が計画されている。今年度は、十分な予算が配分され、執行されていることから、

次年度以降も予算配分が続く可能性は高い。 

【技術面】 

TMC の枠組みにおいて、TRA は ITA に、地方事務所や税務署で収集した業務や税務の

促進に関連した研修の提供を求めることができる。逆に、ITA は TRA に TMC を通して研

修に必要な情報の提供を依頼することができる。TRA と ITA の間の情報と人員の交換によ

って、理論と実践に係る研修コースの実施を可能とする。研修評価の手法はデータの収集

から分析までシンプルで文書化されているため、技術的に C/P によって実行できる。 

しかし、第 1 回研修で受講者の満足度が低かった TAC の第 2 回研修と、受講者参加型の

新しい試みを入れる SBC の第 1 回研修が 2015 年初頭に行われることから、この結果次第

で技術的持続性の程度が左右される。 

したがって、技術的持続性は中程度と評価される。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること各分野を担当する適切な短期専門家が適切なタイミングで派遣さ

れた。 

● プロジェクトチームは、複数のコースの同時開発から 1 コースずつの開発に方針を変

更した。1 コースずつの開発によって、限られた C/P を効率よく活用することができ

た。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

● C/P のメンバーと関係する TRA 職員が本邦研修において意欲を向上させた。 

● TMC の設置が ITA と TRA の間のコミュニケーションを促進した。また、TMC が研修

のレビューと評価を公式に承認する手続きが確立している。 

● 現地に常駐する専門家（人材育成計画/プロジェクト管理補助）が C/P、TRA、プロジ

ェクトチーム間のコミュニケーションを円滑なものとした。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

● ノルウェーとの援助の重複が鉱業セクターで発見された。特定された研修事業を鉱業

分野に代えて、業種別税務調査コースに変更したことがプロジェクトの一部の遅れに

つながった。  

（2）実施プロセスに関すること 

● C/P は、長期コース（一般学生向け）など同時に多くの仕事を抱えており、したがっ

て、プロジェクトの活動に時間を割くのに苦労したと見受けられる。 

● 科目パネルは、プロジェクトにおいて重要な役割を期待されたが、機能しなかった。 
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代わりに TMC を設置。 

● 学長と担当副学長が長期間空席となったことが、プロジェクトの円滑な進行を次の 2

つの理由で妨げた。（ア）意思決定が遅れた。（イ）1 人の C/P が副学長代行の役割も

兼任したため、プロジェクトに集中できないほど忙しくなった。 

 

３－５ 結論 

調査団は、ノルウェーの援助との調整の必要性による業種別税務調査コースの遅れを除い

て、プロジェクトは全般的に計画どおりに実行され、良い結果を残したと結論付ける。 

プロジェクトが現状どおりに進行すれば、残る活動はプロジェクト期間中に完了すると考えら

れる。 

プロジェクトで新設・改訂した 5 研修コースは、TRA 職員である受講者や所属部署に満足さ

れている。TRA の関係者は、研修で学んだ知識や技能が受講者の日常業務に直接役に立つと考

えており、プロジェクトの成果を高く評価している。また、ITA 講師は研修事業の PDCA の手

法を習得した。 

従来は TRA と ITA の関係者が一堂に会して TRA 職員の研修について議論する場が存在しな

かったところ、TMC の設置はそうした場を提供している。TMC を通して現場のニーズを知る

ことによって、ITA は以前よりもより実践的な研修を提供することができるようになった。 

特定された研修事業の選定は TRA のニーズに合わせて行った。税務基礎コース（Taxation 

Basic Course：TBC）（改訂）と TAC（新規）は TRA の長期的なニーズに、電子会計システムコ

ース（Electronic Accounting System Course：EAS）（新規）と国際課税コース（International Taxation 

Course：ITC）（新規）は緊急の研修ニーズに合致する。2015 年 1 月に実施予定の SBC は長期、

短期両方のニーズに合致すると思われる。プロジェクトチームは適切な投入を行い、タンザニ

ア側は適切な人材を配置し、また追加投入した。 

プロジェクト目標の達成は、TRA 職員の税務行政能力が強化されるという上位目標の発現に

導くものと期待される。 

「TAC」と遅延が発生した「SBC」については、追加的に実施し PDCA をもう 1～2 回回すこ

とでプロジェクト目標の達成度はより高くなると予想される。このため、プロジェクト期間の

延長は有益である。 

 

３－６ 提言 

（1）TMC の機能の維持 

TMC の設置及びその機能は成功している。TMC が ITA と TRA の懸け橋になり、TRA

職員への研修の実施における PDCA 定着を図る機能を維持することを強く勧める。 TMC

は ITA と TRA の中に組織的に位置づけられ、持続性が確保されなければならない。 

 

（2）PDCA を担当する部署及び担当者の指名 

PDCA の持続性を確保するために、ITA において特定の部署と担当者を指名すべきであ

る。そのために科目パネルの活用は一案。もう 1 つは PDCA を ITA の品質管理システム

（QMS）に組み込むことが考えられるが、PDCA サイクルの本来の目的と基本的な考え方

は維持されるべきである。 
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（3）ITA の人材開発の TRA の研修ニーズへの合致 

ITA の戦略計画は TRA の計画の目的に組み込まれているところ、TRA 職員の研修ニー

ズは中長期的に ITA が提供しうる研修の内容に合致することが期待される。例えば、研修

コースは職員の a）経験年数、b）キャリアの種類、c）専門知識によって分類することが

できる。TRA 職員の研修の提供機関として、ITA は、このような分類に従って講師、カリ

キュラム、教材等を準備することが必要である。そのため、ITA は講師のキャリアパスが

描けるよう講師の能力開発計画を立てるべきである。 

 

（4）税制改正への対応 

付加価値税（VAT）法改正及び包括国税管理法制定により、ITA の業務負荷及び ITA へ

の要求に影響を与えうる可能性があるため、ITA はその施行に向けて十分な準備をすべき

である。 

 

（5）プロジェクト期間の延長 

TAC は、ITA の研修体系の中心にあると認識されるので、TAC における PDCA をあと 1

～2 回行うことが研修事業の PDCA サイクルの継続性の担保に役立つ。 

また、最初の SBC が 2015 年 1 月に行われるため、次回の SBC の実施支援も役に立つ。 

したがって、TAC、SBC 及びその PDCA のための支援の延長は有益である。 

 

※本プロジェクトの主な C/P は ITA であるものの、TRA がプロジェクトの遂行に大きな役割を

果たしたことにかんがみて、TRA の活動に関しても提言を行う。 

 

（6）TRA 職員の ITA への派遣 

アタッチメントプログラムに加え、税務調査や税制研究等の分野の TRA 職員を ITA に

派遣することは以下の理由から有益である。TRA 職員の現場での経験を ITA 職員と共有で

きること、知識を ITA 職員に伝えることができること、逆に TRA 職員が EAS や移転価格

など海外や最新の知識を ITA から得ることができる。 

 

（7）TRA 新入職員への OJT の導入 

TBC と OJT を組み合わせた教育指導をすることによって、TRA 新入職員の能力開発を

効果的に進めることができる。 

 

（8）税務調査の手順の整備 

税務調査等に関して研修を通じて得たスキルや手法は、適正な執行手続きを伴った税務

調査の手順が法制度化されてこそ、十分に効果を発揮する。したがって、TRA は自ら主導

して、執行手続きを整備し、職員が研修で獲得したスキルや手法を現場で適用できる基盤

を整えるべきである。 

 

（9）税制改正への対応 

VAT 法の改正と包括国税管理法の制定は、民間の経済活動に影響を与えるため、TRA は、 
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積極的な周知活動によって納税者のコンプライアンスを向上させる必要がある。税のコン

プライアンスは収税の基盤を拡大するうえで不可欠である。 

 

３－７ 教訓 

（1）TMC の設置と定期的開催が、TRA、ITA 間のコミュニケーションを促進した。コミュニ

ケーションが実質的に存在しない組織間において、共通の目的を有した構成員で委員会を

設置し定期的に開催したことが、コミュニケーションの促進と、事業の推進に貢献した。 

 

（2）PDCA の実施を ISO マニュアルに組み込むことが検討されている。既存の手続きの枠組

みに PDCA を組み込むことによって、持続性を担保する手法は他のプロジェクトにも応用

が効くと考えられる。 

 

（3）学長、副学長の一時期の不在と、当初は 1 人の C/P に業務が集中したことにより、活動

が阻害された。C/P の陣容をあらかじめ手厚くし、権限移譲など仕組みを構築しておけば、

その影響を最小限に抑えることができたと考えられる。 
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Summary of the Terminal Evaluation 

1．．．．Outline of the Project 

Country: United Republic of Tanzania Project Title: Project for Enhancement of Taxation 

Training in Tanzania 

Sector: Fiscal and Financial Management Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project 

Division in Charge: 

Public Governance and Financial Management Division, 

JICA HQs 

Total Cost (As of the time of review): JPY271million 

Implementing Organization: 

Tanzania Revenue Authority (TRA) 

Institute of Tax Administration (ITA) 

Cooperation 

Period 

(R/D) 1 December 2011 Organization Concerned in Japan: 

National Tax Agency 

National Tax College 

10 Mar 2012 to 9 Mar 2015 

1-1  Background of the Project 

The Tanzanian Government aims to its domestic revenue rise by implementing tax reforms and improving efficiency in 

tax administration as part of the macro-economic strategy in MKUKUTA II.  Strengthening of tax administration 

ability and revenue increase are prime issues of urgency since the country depended on aid approximately 30% of its 

revenue in FY2011.  In order to resolve these issues, capacity building of TRA officers is recognized as especially 

essential.  The role of ITA, which is the dedicated training agency of TRA, is the key for improvement of knowledge 

and capacity of TRA officers.  ITA’s training courses need to be reviewed toward the reinforcement of human 

resources development as their contents and materials do not conform to current situation concerning taxation. 

 

1-2  Project Overview 

 (1) Overall Goal:    The capacity of the staff working for Tanzania Revenue Agency (TRA) for tax administration 

is enhanced. 

 (2) Project Purpose:  Training programs provided by the Institute of Tax Administration (ITA) are improved. 

 (3) Outputs:  Output 1: The process for the planning and preparation of training program is systematized. 

             Output 2:  Capacity of ITA lecturers for implementing training programs is enhanced. 

             Output 3:  The evaluation procedure of the ITA is strengthened. 

 (4) Inputs (As of October 2014) 

    Japan side 

      [Experts]          10 experts in total (1 resident expert) 

      [Local expense]     USD 155,600 (As of October 2014:  Mainly for instructors (TOT, EAS, ITC) and 

transportation) 

      [Equipment]        Nil 

      [Trainings in Japan]  Total of 22 participants in 2 trainings in Japan 

      [Local trainings]     Total of 82 participants in 5 local trainings 

    Tanzania side 

      [C/P]           Project Director, Project Manager and other 12 ITA staffs 
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      [Office / Facility]  Office space at ITA, desks, chairs, and electricity 

      [Project expense]  USD 52,500 (as of October 2014; Mainly for travel cost for ToT EAS training in US) 

2. Terminal Evaluation Team 

Members Noriharu MASUGI 

(Team Leader) 

Director, Public Governance and Financial Management Division, 

Governance Group, Industrial Development and Public Policy 

Department, JICA 

Tomoko KOMURA 

(Cooperation Planning) 

Special Advisor, Public Governance and Financial Management 

Division, Governance Group, Industrial Development and Public Policy 

Department, JICA 

Kuniaki KATO 

(Evaluation Analysis) 

Consultant, International Development Solutions Inc. 

Evaluation 

Period 

9 November 2014 to 22 November 2014 

 

Evaluation 

Type 

Terminal Evaluation 

 

3．．．．Overview of Review Results 

3-1  Achievements 

(1) Outputs 

Output 1: The process for the planning and preparation of training programs is systematized. 

Objectively Verifiable Indicators 

(OVI) 
Achievement 

1-1. Needs assessment and planning 

of training program mechanism 

is developed and upgraded. 

� Performed needs surveys at TRA departments and tax offices. 

� Identified five (5) courses to be developed and revised: Taxation 

Basic Course (TBC), Taxation Advanced Course (TAC), Electronic 

Accounting System Course (EAS), International Taxation Course 

(ITC), and Sector Based Tax Audit Course (SBC). 

� Performed needs assessment for all the courses. 

� Completed development/revision of course curricula of TBC, TAC, 

EAS and ITC. 

� There have been some delays in planning and developing course 

curricula of SBC due to the overlap with another donor realised after 

the commencement of the Project. 

� Through Training Management Committee (TMC) as the place of 

communication between TRA and ITA, the proper training programs 

were implemented correctly based on the needs of TRA. 

1-2. Training materials are 

developed and upgraded. 

� Developed/Revised the training materials of TBC, TAC, EAS and 

ITC. 

� Added practical aspects to the materials for TBC, TAC, EAS and 

ITC. 

� The materials of TAC were developed by the C/P, while other three 

were by the collaboration of C/P and JICA experts. 

1-3. Satisfaction ratings of trainees 

regarding the training 

curriculum and training 

materials of the specified 

� So far the rating regarding the curriculum was 85% on average and 

the one regarding materials was 94% on average. 

� The rating regarding the curriculum of TAC was as low as 63%, 

because the duration of the training was thought too short compared 
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training programs exceed 95% 

on training curriculum, 80% on 

training materials on average. 

with the content. 

1-4. Frequency of utilizing training 

materials in each subject is 

increased. 

� The material of EAS was amended and used again.  The materials 

of financial accounting and electronic accounting made for EAS 

were also used for TAC. 

� The material used for TAC will be used again. 

 

Output 2: Capacity of ITA lecturers for implementing training program is enhanced. 

Objectively Verifiable Indicators 

(OVI) 
Achievement 

2-1. Number of publications by ITA 

lecturers is increased. 

� Fourteen (14) publications have been published since the 

commencement of the Project, in the duration of two and half years, 

while only one (1) publication was published for the previous year 

before the Project.    

2-2. Satisfaction ratings of trainees 

regarding the knowledge and 

skills as well as the teaching 

methods of the ITA lecturers 

exceeds 75% on average. 

� Average 92% 

-EAS (Tally) 1st 92%, 2nd 97%   -EAS (ACL) 95% 

-ITC 98%   -TBC 89%   -TAC 78% 

 

Output 3: The evaluation procedure of the ITA is strengthened. 

Objectively Verifiable Indicators 

(OVI) 
Achievement 

3-1. Evaluation methodology and 

feedback mechanism are 

developed and upgraded. 

� Level 1 evaluation was implemented on TBC, EAS, ITC and TAC.  

On EAS, the improvement of curriculum and material was done and 

the second training was implemented with the improved curriculum 

and material. 

� Level 3 evaluation was implemented on TBC and ITC. 

3-2. Percentage of the evaluation 

results received by TMC is 

100%. 

� Received 100% for the 4 courses. 

3-3. Percentage of the evaluation 

results reviewed by TMC is 

100%. 

� Reviewed 100% for the 4 courses. 

 

(2) Project Purpose 

Project Purpose: Training programs provided by ITA are improved. 

Objectively Verifiable Indicators (OVI) Achievement 
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1. PDCA cycle of training program 
development is adopted and introduced 
officially in ITA. 

1-1. Stage I (initial stage): PDCA cycle does not 

exist. More specifically, curriculum and 

training materials exist, but those are not 

developed based on PDCA cycle. 

1-2. Stage II: PDCA cycle exists but it is just on a 

document basis. 

1-3. Stage III: PDCA cycle exists but managed 

initiated by Project Team (JICA consultant 

team). 

1-4. Stage IV: PDCA cycle exists and managed 

by ITA itself (as the final target at the end of 

the Project). 

� Stage III 

In operation for Stage IV. 

2. Coverage of training program subjects is 
expanded. [continued improvement] 

� New training courses, EAS, ITC and TAC, were 

developed and implemented, and SBC is planned to be 

developed and implemented in the Project period. 

� Practical components were added or will be added to 

all the identified trainings. 

� All the identified trainings have been developed or will 

be developed. 

3. Satisfaction ratings of trainees’ 
departments of the TRA exceed 75 % on 
average regarding the specified training 
programs. 

� Satisfaction rating so far is, on average, 90.4%. 

4. Number of trainees in the specified 
training programs exceeds 210 persons. 

� Already 166 trainees attended and 105 trainees are 

planned to attend. (In total 271) 

 

(3) Overall Goal 

Overall Goal: The capacity of the staff working for TRA for tax administration is enhanced. 

Objectively Verifiable Indicators (OVI) Achievement 

1. Average number of tax audits completed 

in a year per TRA staff is increased. 

The Team heard that the trainees’ speed of work 

enhanced with the knowledge and skills.  

However, it is too early to observe the 

achievement. 

2.Average amount of additional tax per 

audit case is increased. 

There are some cases to collect additional tax using the 

knowledge leaned in the new training courses.  

However, it is too early to observe the achievement. 

 

3-2 Summary of Review Results by Five Evaluation Criteria 

 

(1) Relevance 

From the following results, the relevance of the project is evaluated as high. 

GOT has set specific numerical targets to increase the proportion of domestic revenues to the GDP.   In 

MKUKUTAII, a five-year development plan, the fourth Public Financial Management Reform Program (PFMRP IV), 

etc., the strengthening of the capacity of the relevant authorities is stated to be among the national strategy.  



xv 

Therefore, relevance exists in supporting the ITA for enhanced revenue capacity. 

TRA cites the strategic improvement of human capacity in its corporate plan based on the national strategies above, 

and ITA cites that it contributes to the execution of TRA’s corporate plan by strengthening the capacity of tax officials. 

Japan, in its Tanzania Country Assistance Policy, cites that it supports the strengthening of the administrative and 

financial management capacity of GOT, and cites the strengthening the public financial management capacity as 

specific support measure. 

 

(2) Effectiveness 

The following results show that the Project Purpose is generally achieved by a sufficient contribution of the outputs, 

and therefore, the effectiveness of the Project is high. 

Range of the training courses has expanded by specified five (5) courses (4 new and 1 revised) identified based on the 

needs survey.  The satisfaction of trainees both on curricula and materials is generally high in the 4 courses already 

done.  Satisfaction ratng on the effectiveness of trainings was 90.4% on average in the evaluation by the trainees and 

their departments after 9 months of the trainings.  Adoption of PDCA cycle settled the way to the continuous 

improvement on the training curriculum, materials and lecturers. 

As described above, in the improvement of training programs provided by the ITA, the Project Purpose, OVIs 2-4 

listed in the PDM are achieved, and OVI 1 is achieved up to stage III and is being worked on Stage IV.  Among 30 

lecturers in ITA, 12 lecturers who are in charge of the 5 identified training courses are participating in the project as 

C/P.  They actually raise the achievements and enhanced their own teaching skills and abilities to develop materials 

through the TOT programs and the experience of development and implementation of specified training courses.  

Trainees’ satisfaction became 92% on average. Qualitative improvement of ITA training has been achieved. 

Although the number of training courses that the Project developed was 5 out of 30 short term courses and number of 

C/Ps who engaged in the Project was 12 out of all 30 ITA teaching staffs, the effect of the Project will spread through 

ITA with PDCA cycle and TMC, which facilitates the collection of the needs of TRA, collection of the cases from TRA 

and provision of practical training courses. 

The second Taxation Advanced Course (TAC) is planned to be implemented in February 2015, and the first Sector 

Based Tax Audit Course (SBC) is planned in January 2015, and so turning one (1) or two (2) more PDCA cycle is 

expected to enhance the achievement of Project Purpose. 

 

(3) Efficiency 

From the following results, the efficiency of the project is evaluated as high. 

Experts have put into the Project properly on the schedule.  Of the 10 experts dispatched, one (1) is a long-term 

stationed in Dar es Salaam, playing the role of coordination and a focal point among Japanese experts and local staffs.  

The experience of National Tax College in training in Japan elevated the C/Ps motivation.  Also the methods of OJT 

and group works are considered to be introduced in TRA and ITA. 

On the operation of the Project, TMC was established instead of the Subject Panel, which did not work.  TMC, 

consisting of TRA and ITA relevant staffs, plays the role for the evaluation and analysis of training courses, exchange 

of opinion between TRA and ITA and channel of mutual requests, and therefore, it contributes the improvement of 
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communication between TRA and ITA. 

The outputs, systematization of the process for the planning and preparation of training programs, enhancement of 

capacity of ITA lecturers for implementing training programs and strengthening of the evaluation procedure, are 

steadily achieved. 

 

(4) Impact 

From the following results, since the Project is in the right direction toward the realization of the Overall Goal, the 

Impact is evaluated as relatively high. 

The achievement of OVI 1 “the average of the annual number of the tax audit by per each TRA staff is increased,” and 

OVI 2 “the average amount of additional tax collected per tax audit is increased,” are too early at this stage to evaluate 

now, because it takes time for the trainees to attain the good performance utilizing the capacity acquired in the training 

courses. 

However, since the Project Purpose and Overall Goal have a close causal relationship, with consideration of the 

achievement of Project Purpose and relatively high Sustainability, the probability of realization of Overall Goal seems 

relatively high. 

 

No negative unexpected impact is expected.  As for positive unexpected impact, since the ITA lecturers have courses 

for non-TRA students, the tax knowledge of the students might be enhanced because of the improvement of method of 

developing, implementing, and evaluating the courses.  Hopefully, the Tanzanian citizen’s tax compliance would be 

enhanced. 

 

(5) Sustainability 

From the following results, sustainability is evaluated as relatively high. 

� Policy 

In the development strategies of Tanzania, tax collection and tax administration necessary to increase tax revenue has 

been one of the priority areas, while it takes a further effort to achieve goals, and, therefore, probability of the change 

in this policy in a short term seems low. 

� Institution 

TMC, which was established to enhance the cooperation between TRA and ITA, is a large element to support the 

sustainability.  The continuity of PDCA will be secured by the inclusion of PDCA into the ISO manuals, which TRA 

and ITA are preparing. 

� Organization and finance 

There does not exist a large concern on finance to maintain the activities of TRA and ITA.  In ITA’s Strategic Plan 

2013/2014-2017/2018, the development of materials, promotion of OJT, invitation of lecturers from TRA to ITA and 

development/implementation of new courses are shown as the businesses related to the Project, and so the budget 

allocation is planned.  In this year, sufficient budget is allocated and executed, and the probability of the budget 

allocation in the subsequent years is high. 

� Technology 
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Within the framework of TMC, TRA can require ITA to provide trainings relevant to the improvement of works and 

promotion of taxation collected in the local offices and departments.  Vice-versa, ITA can ask TRA to provide the 

necessary information for the training courses through TMC.  Exchange of information and staffs between TRA and 

ITA makes it possible for them to implement training courses of both theory and practice.  Since the methods of the 

evaluation, from collecting data to analysis, are simple and documented, the evaluation process can be technically done 

by C/P. 

However, since the second TAC, whose first course had lower attendants’ satisfaction and the first SBC with the new 

trial of participation intensive program will be implemented in the beginning of 2015, the technical sustainability 

depends on the results of the two courses. 

Therefore, the technical sustainability is evaluated as medium. 

 

3-3. Factors that contributed or prevented Achievement of Outputs 

3-3-1. Contributing Factors 

� Members of C/P and relevant TRA staffs were motivated by trainings in Japan. 

� The establishment of TMC enhanced the communication between ITA and TRA.  Also, TMC made an official 

approval of the review and evaluation of the trainings. 

� The Project dispatched appropriate short-term experts in respective areas at appropriate timing. 

� The long-term placement of Project coordinator enhanced the communication between the Project team, C/P and 

TRA. 

� The Project team changed their policy from the simultaneous development of many courses to one-by-one 

development.  One-by-one development efficiently utilized the limited C/Ps.  Moreover, C/Ps could utilize the 

experience earned in the development of next program. 

 

3-3-2. Preventing Factors 

� C/Ps concurrently have many tasks, such as the lectures of the long-term courses, and therefore seemed to have hard 

time sparing their time for the Project activities. 

� The Subject Panel, which was expected to play key roles in the Project, did not work as expected.(Instead, TMC 

was established.) 

� Rector and Deputy Rector (Academic, Research and Consultancy) were absent for a long period, which prevented 

the smooth progress of the Project in the following reasons:  (i) Decision making delayed.  (ii) One C/P played an 

acting Deputy Rector’s role, and became too busy to concentrate on the Project. 

� The overlap with the Norway’s support was found in the mining sector.  The Project instead changed the identified 

training course of mining sector into Sector Based Tax Audit Course (SBC).  This change led to the delay of the 

Project.   

 

3-4 Conclusion 

The Team concludes that the Project has been generally implemented on track, except for the delay of Sector Based 

Tax Audit Course because of the necessary demarcation with Norway’s assistance, but otherwise has shown good 
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results.  The remaining activities are scheduled to be completed by the end of the Project period, provided that the 

Project makes progress in the present track. 

 

Especially the contents of the identified training courses are satisfied by the TRA trainees and TRA departments.  The 

ITA lecturers learned the PDCA method of the training programs. Relevant TRA staffs are happy with the results of the 

Project, saying the knowledge and skills learned in the courses are useful to the daily works of TRA staffs. 

 

The establishment of TMC was fruitful and became even functional, since there did not exist a platform where relevant 

TRA and ITA staffs meet and discuss on the subject of TRA staff trainings.  By understanding each other’s needs 

through TMC, ITA with support by the Project, succeeded in providing more practical training courses than it did 

before.  

 

The selection of the identified courses met the needs of TRA. TBC (revised) and TAC (new) meet the long term 

training needs of the TRA, while EAS (new) and ITC (new) meet the urgent training needs.  The planned SBC seems 

to meet both long and short term needs.  Japan side made appropriate inputs into the selected identified courses, and 

Tanzania side allocated and added appropriate human resources. 

 

It is expected that the achievement of the Project Purpose shall lead to the Overall Goal of the enhancement of the 

capacity of the staffs working for TRA in tax administration. 

 

Also, additional one (1) or two (2) PDCA cycles on the TAC and SBC, which is behind the schedule, are expected to 

enhance the achievement of Project Purpose.  Therefore, the extension of the project period is beneficial. 

 

4. Recommendations 

(1) Maintaining the function of Training Management Committee (TMC) 

The establishment and functions of TMC have been successful. It is strongly recommended that TMC maintains the 

function of bridging the gap between ITA and TRA as well as incorporating PDCA in ITA in the delivery of training for 

TRA staffs. TMC should be institutionalized in ITA and TRA to firmly secure its sustainability.  

 

(2) Assignment of the section and personnel in charge of PDCA 

To secure the sustainability of PDCA of the training program, specific section and personnel in ITA should be assigned. 

One idea is the utilization of Subject Panel, which has the function of evaluation of trainings.  Another is to 

incorporate PDCA into Quality Management System within ITA but the original purpose and basic concept of PDCA 

cycle shall be maintained. 

 

(3) Aligning the training needs of TRA with human resource development of ITA 

While the themes of ITA strategic plan is incorporated into objectives of TRA’s plan, ideally, in mid to long-term, the 

training needs of TRA staffs shall be expected to match training contents that ITA can offer. For example, the training 
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courses can be classified according to staffs’ a) years of experience, b) career types, and c) expertise. As the provider of 

trainings for TRA staff, ITA will need to prepare lecturers, curriculums, materials, etc. according to such classification. 

Bearing this in mind, ITA shall develop a plan to enhance the capacities of lecturers that can guide them through their 

career path. 

 

(4) Corresponding to changes in tax system 

ITA shall be well-prepared for consequences of the bill for VAT policy and comprehensive tax administration once it is 

enacted, since it may influence the workloads of and demands for ITA.  

 

(5) Extension of the Project duration 

Since TAC is now recognized as the core of ITA training system, implementation of a few more rounds of TAC is 

beneficial in securing the sustainability of PDCA cycle of the training programs.   

Also as the first SBC will only be conducted in January 2015, another round of SBC will be beneficial. 

Therefore, extension of support to TAC and SBC with PDCA will be beneficial. 

 

Although the main C/P for this Project is ITA, the Team acknowledges that TRA significantly demonstrated its 

commitment during the course of the Project implementation. The team, therefore, is taking the liberty to address 

recommendations intended for TRA but those that are prerequisite to enhancement of effectiveness in trainings 

conducted by ITA. 

 

(6) Dispatch of TRA staffs to ITA 

In addition to the attachment program, in which ITA lecturers gain field experience in TRA, similarly, it will be highly 

beneficial if experienced TRA staffs in specific areas such as tax audit, tax investigation, etc., are dispatched to ITA. 

TRA staffs can share their on-the-ground experiences with ITA, and at the same time, teach at ITA. TRA staffs may be 

able to obtain information and case studies abroad from ITA, such as EAS and transfer pricing. Such staff exchange 

shall nurture mutual learning among both staffs and shall develop good results. 

 

(7) Introduction of OJT for newly employed staffs in TRA 

The introduction of OJT and combination of OJT and TBC shall be sought to effectively enhance the capacities of 

newly employed TRA staffs. 

 

(8) Development of Procedures of Tax Audit 

The skills and methods acquired through trainings shall become fully effective, for example in tax audit, if audit 

procedures are associated with proper enforcement as stipulated in regulatory bases. Therefore, TRA shall introduce 

necessary initiatives in order to streamline the enforcement procedures so that TRA staffs can apply skills and methods 

on the ground that they acquired in trainings. 

 

(9) Corresponding to changes in tax system 
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TRA shall exert to enhance taxpayers’ compliance by extensive publicity, since the bill for VAT policy and 

comprehensive tax administration may affect private-sector business activities. Tax compliance is imperative in 

broadening the tax base. 

 

5. Lessons Learned 

(1) The establishment and regular meeting of TMC enhanced communication between TMC and ITC. Whilst there was 

previously little communication between two organizations, the effort to establish permanent committee and convene 

regular meetings between two resulted in bridging the gap as well as making progress of the Project activities.  

  

(2) TRA and ITA are considering the implementation of PDCA to be incorporated into ISO manual.  Incorporating 

PDCA process into the scheme of existing procedure seems to be effective for securing its sustainability, and this 

method seems able to be applied to other projects. 

 

(3) The absence of Rector and Deputy Rector as well as the concentration of work in one C/P prevented the progress of 

the activities.  If the Project had had more members of C/Ps from the commencement, the negative effect of the 

absence would have been minimized. 
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第１章第１章第１章第１章    評価調査の概要評価調査の概要評価調査の概要評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の背景と目的 

１－１－１ プロジェクトの背景 

タンザニア連合共和国（以下、「タンザニア」と記す）政府は、MKUKUTAII におけるマクロ

経済戦略の一環として、課税基盤の拡大を含む税制改革や税務行政の効率化を図ることを通じ

た中長期的な国内歳入の強化を政策目標として掲げている。その結果、タンザニア政府の歳入

は順調に増加しており、2006 年度に比べて 2010 年度は倍増している。しかし、現状は歳入の

約 3 割を外国からの援助に依存しており、また GDP に占める国内歳入（うち 9 割強が税収）

の割合は 17％という低い水準であることから、税務行政の強化及び歳入増加は緊急性の高い重

要な課題となっている。特に TRA 職員及び関係者の能力強化は、上記課題の実現のための重

要な柱の 1 つと認識されている。 

TRA 職員などの継続的な能力・知識向上のためには、TRA 直属の研修機関として同職員を

対象に研修を実施する ITA の役割が重要になっている。2010/2011 年度の実績によると ITA は

年間約 2,000 名

1
の受講者を対象に、税務等に係る 40 以上の研修コースを実施している。しか

し、必ずしもタンザニアの現状やニーズに合致した教材が整備されていない、TRA 職員のキャ

リアに応じた研修カリキュラムとなっていないなどの課題を抱えており、人材育成の強化に向

けた見直しが必要となっている。 

さらに、TRA 及び ITA では、民間セクターを対象とした研修プログラムを大幅に拡充し、税

務行政に対する民間企業や市民の理解を深めてもらいたいとの意向を持っている。このような

背景の下、タンザニア政府はわが国に対して、ITA の研修実施能力の強化を目的とした本件「税

務研修能力強化プロジェクト」を要請した。 

 

１－１－２ プロジェクトの実施 

これを受け、2011 年 9 月、独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：

JICA）は詳細設計策定調査によってプロジェクトの設計作業を行い、2011 年 12 月、討議議事

録（Record of Discussion：R/D）を署名・交換し、本プロジェクトの枠組みを合意した。その結

果、2012 年 3 月から 2015 年 3 月までの 3 年間の予定で本プロジェクトを実施しており、現在

まで 10 名の専門家を派遣している。また、本プロジェクトの日本国内活動については国税庁

（National Tax Agency in Japan：NTA）からの支援を受けており、2013 年 2 月、2014 年 3 月に

幹部、C/P 向けに本邦研修を行った。 

プロジェクト開始から 1 年半後の 2013 年 10 月に中間レビュー調査が行われている。 

 

１－１－３ 終了時評価調査の目的 

プロジェクトの終了を 2015 年 3 月に控えて実施した今回の終了時評価調査において、調査

団は TRA と合同で、これまでの本プロジェクトの投入や各活動及びそれらの結果を確認して、

成果指標及び目標達成度を整理・分析し、導かれた教訓及び提言とともに合同評価報告書を取

りまとめた。さらに、この結果を踏まえ、残るプロジェクト期間での課題と今後の方向性につ

                                                        

1
 ITAは、TRA職員の他に一般の学生や民間企業の会計担当者も対象者とする教育・研修機関である。 
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いて確認し、合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）で合意した。 

分析にあたっては、「JICA 事業評価ガイドライン（第 2 版）」を参照し、これに基づく評価 5

項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の評価を行った。 

 

１－２ 調査団の構成 

本終了時評価調査団の構成は下表のとおりである。 

 

表１－１ 終了時評価調査団の構成 

総括 馬杉学治 JICA 産業開発・公共政策部 行財政・金融チーム 課長 

協力企画 高村智子 JICA 産業開発・公共政策部 行財政・金融チーム 特別嘱託 

評価分析 加藤久仁明 株式会社国際開発ソリューションズ コンサルタント 

 

１－３ 調査日程 

本終了時評価調査の日程は表 1-2 のとおり。全 2 週間の調査期間のうち、評価分析担当者が先

行して現地に入り、第 2 週から総括と協力企画担当が合流した。 

 

表１－２ 終了時評価調査日程表（2014 年 11 月 10 日～21 日） 

日付 曜日 加藤久仁明（評価分析） 
馬杉学治（総括） 

高村智子（協力企画） 

10 月 13:25 ダルエスサラーム到着  

11 火 9:00 - 11:00  香取・林・近藤専門家打合せ 

11:00 - 12:00 調査の目的のプレゼンテーション

（ITA C/P 全員＋TRA グワラサ研修課長） 

12:00 - 13:00 C/P インタビュー（マサル C/P リー

ダー） 

14:00 - 15:00 C/P インタビュー（ムザレンド氏、

ドナティ氏） 

 

12 水 9:50 - 11:00 岩下専門家打合せ 

11:00 - 11:40 C/P インタビュー（ピリー氏） 

13:50 - 14:25 C/P インタビュー（チミリア氏） 

14:35 - 15:15 C/P インタビュー（キメア氏、ロー

ズ氏） 

 

13 木 10:00 - 11:00 TRA インタビュー（ラウウォ DRD

研修 MGR、ウペンド LTD 研修 MGR、グワラサ

研修課長） 

11:00 - 12:00 受講者インタビュー（LTD/DRD） 

13:00 - 14:00 南山専門家インタビュー 

 

14 金 書類整理  

15 土 書類整理  
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16 日 書類整理 13:25 ダルエスサラーム到着 

16:00 調査団内部打合せ 

17 月 9:00 - 9:30 TRA ムレマ LTD 部長インタビュー 

12:00 - 13:00 岩下、近藤専門家打合せ 

13:00 - 13:30 C/P マセウェ氏インタビュー 

13:30 - 14:00 C/P マサル氏インタビュー 

14:30 - 15:00 ITA 学長、副学長表敬訪問 

書類整理 

18 火 8:00 - 9:10 JICA タンザニア事務所打合せ 

9:30 - 11:30 クネンゲ TRA 人的資源・管理局長インタビュー 

書類整理 

19 水 9:00 - 11:00 TRA グアラサ研修課長打合せ 

16:00 - 17:00 TRA グアラサ研修課長再協議 

書類整理 

20 木 書類整理、JCC 準備 

14:00 - 16:00 合同調整会議（JCC）、M/M 署名（途中 TRA 長官表敬訪問） 

21 金 10:30 - 11:30 日本大使館表敬訪問 

10:30 - 11:30 Taxpayer’s Day 出席 

11:45 - 12:30 JICA タンザニア事務所報告 

ダルエスサラーム出発 

 

１－４ 主要面談者 

本終了時評価調査では、TRA 人的資源・管理局長をはじめとする同庁幹部職員、ITA の学長、

副学長及び講師、並びに研修受講者、JICA 専門家などとの面談を行った。 

 

１－５ プロジェクトの概要 

プロジェクトの背景は前述のとおりである。プロジェクトの上位目標、プロジェクト目標、成

果・活動内容は下表のとおり。 

 

表１－３ プロジェクトの概要 

上位目標 TRA 職員の税務行政能力が強化される。 

プロジェクト目標 ITA によって提供される研修事業が改善される。 

成果 ① 研修事業の計画・準備プロセスが体系化される。 

② ITA 講師の研修実施能力が強化される。 

③ ITA の評価手順が強化される。 

活動内容 

 

成果 1 

 

1-1 税務行政改善及び TRA 職員の能力強化に関するニーズ調査を実施

する。 

1-2 上記ニーズを踏まえ、新規作成/改訂が必要な研修事業を特定する。 

1-3 特定された研修事業のカリキュラムを作成/改訂する。 
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1-4 特定された研修事業について、ITA 講師による研修教材の作成/改

訂及び標準化を支援する。 

成果 2 

 

2-1 ITA 講師を対象にして、特定された研修事業に必要な知識、スキル

及び指導法を習得する研修/セミナーを実施する。 

2-2 ITA によって習得された知識、スキル、指導法を ITA 内で共有する。 

2-3 特定された研修事業について、ITA 講師によって実施される税務行

政研修を支援する。 

成果 3 

 

3-1 ITA の評価手順をレビューする。 

3-2 評価手法を確立・改善する。 

3-3 特定された研修事業に関して、ITA の研修受講者及び受講者の所属

組織/部署による評価を行う。 

3-4 評価結果の分析を行う。 

3-5 上記の評価分析結果を TMC 及び関係する利害関係者に提供する。 
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第第第第２２２２章章章章    評価の方法評価の方法評価の方法評価の方法 

 

２－１ 評価グリッドの作成 

本終了時評価では、プロジェクトの実績と実施プロセスを確認したうえで、「評価 5 項目」の

項目ごとに具体的な質問（評価の判断基準）を設定した評価グリッド（付属資料 3 参照）を作成

した。 

 

２－２ 主な調査項目 

評価グリッドに基づき、下表の開発援助委員会（Development Assistance Committee：DAC）が

5 項目による評価の視点で調査を行った。 

 

表２－１ DAC5 項目による評価の視点 

妥当性 

（Relevance） 

開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度並びに政策・方

針との整合性の度合い 

有効性 

（Effectiveness） 

開発援助の目標の達成度合いを測る尺度 

効率性 

（Efficiency） 

投入に対する成果（定性並びに定量的）を計測する。開発援助が期待される

結果を達成するために最もコストのかからない資源を使っていることを示

す経済用語。最も効率的なプロセスが採用されたかを確認するため、通常、

他のアプローチとの比較を必要とする。 

インパクト 

（Impact） 

開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生ずる、

正・負の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境並びにその他の開発の指

標にもたらす主要な影響や効果を含む。 

持続性 

（Sustainability） 

ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。

開発援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。 

出所：JICA「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」p19、2010 年 6 月 

 

２－３ データ収集方法 

本プロジェクトのプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）記載

事項の実績データを中心に、以下の情報源からデータを収集した。 

・R/D、PDM、活動計画表（Plan of Operations：PO）、協議議事録（M/M）、業務計画書など

のプロジェクト計画文書 

・プロジェクトによる記録（業務進捗報告書、実施運営総括表、JCC 議事録など） 

・日本人専門家、C/P、関連機関職員、研修受講者からの聞き取り及び質問票への回答 

・その他、プロジェクト専門家作成報告書、プロジェクト関連資料など 

 

２－４ 調査・評価上の制約 

本終了時評価においては、調査・評価上の大きな制約はなかった。 
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第第第第３３３３章章章章    プロジェクトの実績プロジェクトの実績プロジェクトの実績プロジェクトの実績 

 

３－１ プロジェクト実施体制 

本プロジェクトの実施体制は、下のような概念図で表される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ プロジェクト実施体制 

 

TRA には、人的資源・管理局に研修課長が配置されている。また、主要部局である国内歳入局

（Domestic Revenue Department：DRD）、大規模納税者局（Large Taxpayer Department：LTD）、関

税局（Customs and Excise Department：CED）にもそれぞれ、人事・研修を担当するマネジャーが

配置されており、彼らが各部局単位での研修ニーズを把握することになっている。人的資源・管

理局の研修課長は、その他の部局・支局から研修ニーズを含めて、ITA に要請する研修内容を取

りまとめる役割を担っている。 

ITA では、学長がプロジェクトマネジャーとしての権限を担ってプロジェクトが実施される体

制となっている。学長の下に学術・研修・コンサルタント担当の副学長がおり、その下に C/P リ

ーダーがプロジェクトの実務を担っている。 

ITA における講師の資格・序列は下表のとおりである。C/P は、主に ITA の上級講師、講師、

助講師で構成されている。 
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表３－１ ITA 講師の資格・序列 

名称 資格 

上級講師 Senior Lecturer 
修士＋論文執筆 

講師 Lecturer 

助講師 Assistant Lecturer 修士が必要 

指導助手 Tutorial Assistant 学士クラス 

 

３－２ プロジェクト実施プロセス 

（1）ニーズ調査の段階から、TRA 各部局やダルエスサラーム市内の税務署を訪問するなど、C/P

の講師を中心に本プロジェクトへの積極的な関与がみられた。 

さらに、プロジェクト期間を通じて、C/P はプロジェクトに高いモチベーションを持って参

加し、さらに自身の教授法を磨くなど、研修の改善に努めた。 

ITA は各指導科目に「科目パネル」を設置し、ITA 講師はいずれかの科目パネルに属してい

る。科目パネルの主な業務は、試験の作成や採点の業務である。プロジェクトは当初、科目

パネルに TRA と ITA の間の調整などプロジェクト進行における大きな役割を期待していたが、

もともとの組織の性格に合わず、思ったような機能は果たさなかった。 

プロジェクトは、科目パネルに期待した機能を代替するため、ITA の主な C/P と TRA の研

修関係マネジャー等をメンバーとする TMC を設置した。TMC は研修評価のレビューなど

PDCA サイクルを推進するとともに、TRA、ITA 相互への要望を出し合い、調整を図る場とも

なっている。TMC の設置によって、TRA、ITA が相互に持っていた不信感が払しょくされ、

コミュニケーションの増進と相互援助の気風と実績が生まれるようになった。 

 

（2）JICA 側においては、専門家チームの総括が C/P リーダーとコミュニケーションを図りなが

ら、プロジェクトを実施している。この両名のコミュニケーションは密にとられており、良

好な関係が築かれている。また、現地に常駐する専門家（人材育成計画・プロジェクト管理

補助）が、スワヒリ語も駆使しながら、ITA と JICA 間でのきめ細かい連絡調整を行っている。

そのため、専門家総括が現地を不在にする期間であっても、両者間の意思疎通に問題が生ず

ることはなかった。さらに、研修の PDCA を回す際に、研修評価アンケートの取りまとめも

行っており、プロジェクト進行の要の役割を果たしていた。 

JICA タンザニア事務所は東京本部及び専門家との適宜連絡を図り、情報の格差が生じない

ようにしていた。 

専門家、ITA、TRA のコミュニケーション、活動の微修正、日本の国税庁、税務大学校など

関係機関との連携など、適切なプロジェクト監理がなされていると判断される。 

 

（3）以上を踏まえれば、学長、副学長の長期の不在、複数の C/P の交代、開発予定研修の分野

の他ドナーとの重複による研修分野の変更など、不測の事態が発生したものの、都度柔軟か

つ適切に対応を行うことによって、活動はおおむね計画どおりに進捗し、成果も上がってい

ると判断される。プロジェクトのモニタリングの仕組みに問題は認められない。 

また、C/P 個々人のモチベーションは高い状態に保たれ、当初経験や教授能力が低かった若

手 C/P も TRA での職場経験（アタッチメントプログラム）や教授法研修、自己啓発を通して、
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実務能力が伸長している。TRA 及び ITA の幹部職員からの聞き取り調査から、両機関は本プ

ロジェクトを重要とみなしていると判断できる。 

 

３－３ 投入実績 

３－３－１ 日本側投入 

（1）専門家 

プロジェクトの開始から 2014 年 10 月間までに、合計 10 名の専門家が投入された。下

表に各専門家の現地及び日本でのプロジェクト従事期間を、これまでの実績と今後の予定

も含めて示す。これによると、プロジェクトの全期間を通して、合計 97.4 人月の専門家投

入となる見込みである。年平均では約 32 人月の投入となる。ほぼ当初計画どおりの投入

となっている。 

 

表３－２ 専門家投入実績 

 氏名 担当 

投入実績（人月） 

2014 年 10 月現在 今後の見込み 

タンザニア 日本 タンザニア 日本 

1 岩下検一郎 総括/税務行政 6.30 4.27 1.23 1.10 

2 小池平造 納税者サービス 4.30 1.90 0.50 0.50 

3 香取雅夫 税務調査（税務調査手法） 15.27 2.53 2.70 0.37 

4 宮本直起 税務調査（段階研修/人事制度） 3.73 1.40 0.50 0.50 

5 林一夫 徴収 3.97 1.30 1.17 0.50 

6 石黒秀明 税務調査（業種別税務調査 1） 0.57 0.30 0.46 0.80 

7 小寺壽成 税務調査（業種別税務調査 2） 0.57 0.30 0.86 0.70 

8 南山真理 税務調査（電子会計システム） 7.37 1.43 1.76 0.54 

9 

10 

関塚美貴 

近藤千華 

人材育成計画 /プロジェクト管

理補助 
22.50 0.83 4.37 0.00 

小計 64.58 14.26 13.55 5.01 

合計 78.84 18.56 

 

（2）現地経費 

日本側に発生した現地経費は下表のとおりである。 

 

表３－３ 日本側予算でまかなわれた現地経費 

 

現地経費項目 2012 年度 2013 年度 

2014 年度 

2014 年 

10 月まで 

2014 年度 

（残り期間）

合計 

予定 

1 アンケート調査 US$ 13,500 0 0 0 US$ 13,500 

2 講師向け研修 US$ 8,000 US$ 26,50 US$ 5,00 US$ 20,000 US$ 59,500 
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（ToT、EAS、ITC） 0 0 

3 交通費 US$ 21,000 US$ 18,000 US$ 15,000 US$ 12,000 US$ 66,000 

4 アシスタント傭上 US$ 1,000 US$ 7,200 US$ 6,000 US$ 2,400 US$ 16,600 

合計 US$ 43,500 US$ 51,700 US$ 26,000 US$ 34,400 US$ 155,600 

US$ 1= JPY 109.45（2014 年 10 月 JICA 換算レート） 

 

（3）本邦研修 

本プロジェクトでは、国外研修として合計 3 回の本邦研修が実施される計画が立てられ、

2 回の研修が行われ、合計 22 名が日本に派遣された。 

 

表３－４ 本邦研修派遣者 

第 1 回本邦研修（2013 年 2 月） 

 研修員氏名 職位・役割 所属 

1 
Mr. KUNENGE Abubakar 

Mussa 

Director / Human Resources and 

Administration 

TRA 

2 Mr. JAIRO Isaya Jayambo Deputy Rector / Executive Office IFM 

3 
Mr. MUGOYA Patric Kennedy 

David 

Rector ITA 

4 
Ms. TEGWA Hilda Nyamboga Manager Training and Development / 

Human Resources and Administration 

TRA 

5 Mr. MASALU Emmanuel Lecturer ITA 

6 
Mr. ABDULRAHMAN Hamza 

Ismail 

Assistant Lecturer ITA 

7 Mr. TAIRO Richard Donati Assistant Lecturer ITA 

8 Mr. KIMEA Alfred James Tutorial Assistant ITA 

第 2 回本邦研修（2014 年 3 月） 

 研修員氏名 職位・役割 所属 

1 
Ms. MREMA Neema Commissioner / Large Taxpayers 

Member / ITA Governing Council 

TRA 

2 
Mr. SABUMI Charles Deputy Rector / Planning, Finance and 

Administration 

ITA 

3 Mr. GWARASA Yohana Manager / Staff Training and Development TRA 

4 Mr. MASALU Emmanuel C/P leader, Lecturer ITA 

5 
Mr. KAIGARULA Lucas Assistant Regional Manager / Kinondoni 

Tax Region 

TRA 

6 
Mr. MOOVA Allen Senior Tax Officer / Large Taxpayers 

Department（LTD） 

TRA 

7 Mr. KIMEA Alfred Tutorial Assistant ITA 

8 Mr. MBATI Philip Lecturer ITA 



 

－10－ 

9 Mr. IGNAS Chimilab Cyril Tutorial Assistant ITA 

10 Mr. MZALENDO Ryoba Assistant Lecturer ITA 

11 
Mr. MASSEWE Emmanuel 

George Waemaja 

Lecturer ITA 

12 Ms. PILLY Marwa Lecturer ITA 

13 
Ms. UPENDO Mfalila Manager / Human Resources Management, 

DRD 

TRA 

14 
Mr. LAUWO Rodrick Manager / Human Resources Management, 

LTD 

TRA 

 

（4）現地研修 

本プロジェクトにおいては、下表のとおり、C/P に向けた教授法等の研修を計 5 回行い、

82 名が参加した。これに加えて、特定された研修事業については、C/P は自由に聴講するこ

とができ、知識や教授法の習得に努めた。 

 

表３－５ 現地研修参加者 

 参加者氏名 職位・役割  参加者氏名 職位・役割 

教授法研修（TOT）（1）期間：5 日間（2012 年 11 月 29 日～12 月 2 日、12 月 6 日～8 日） 

1 
Dr. Patrick Mugoya Senior 

Lecturer 
2 

Dr. Yamungu 

Kayandabila 

Senior Lecturer 

3 
Caroline 

Mutayabarwa 

Assistant 

Lecturer 
4 Jonas P. Senzige 

Senior Lecturer 

5 
Joyce Sichone Assistant 

Lecturer 
6 Richard Donati Tairo 

Assistant Lecturer 

7 
Ahmad Mohamed Tutorial 

Assistant 
8 Benjamin Amos 

Assistant Lecturer 

9 
Cyril Chimilila Assistant 

Lecturer 
10 Vitus Mdessa 

Assistant Lecturer 

11 
Hamza I. 

Abdulrahman 

Assistant 

Lecturer 
12 Rashid Khalifa 

Head of Student 

Affairs 

13 Emmanuel Masalu Lecturer 14 Praygod Chao Tutorial Assistant 

15 
Alfred James 

Kimea 

Tutorial 

Assistant 
16 Justin Mussa 

Assistant Lecturer 

17 
Edward 

Mwakimonga 

Assistant 

Lecturer 
18 Sued Faraji 

Lecturer 

19 Charles Sabuni Lecturer 20 Haji Mkwawa Lecturer 

21 
Ryoba Mzalendo Assistant 

Lecturer 
22 Roland Fischer 

Senior Lecturer 

23 Faustine Kengera Accountant 24 Emmanuel Massewe lecturer 
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電子会計（会計ソフト Tally 操作） 期間：5 日間（2013 年 8 月 26 日～30 日） 

1 
Alfred James 

Kimea 

Tutorial 

Assistant 

2 Ryoba Mzalendo Assistant Lecturer 

3 
Rosemary Peter 

Mwandu 

Tutorial 

Assistant 

4 Philip Mbati Lecturer 

税務調査事例セミナー（1） 期間：1 日間（2013 年 9 月 13 日） 

1 
Alfred Kimea Tutorial 

Assistant 
2 

Philip Mbati Lecturer 

3 

Rosemary Peter 

Mwandu 

Tutorial 

Assistant 4 

Emmanuel Masalu Lecturer 

Acting Deputy 

Rector 

5 
Emmanuel 

Massewe 

Lecturer 6 Daniel Katamboi Large Taxpayer 

税務調査事例セミナー（1） 期間：1 日間（2014 年 8 月 7 日） 

1 Philip Mbati ITA 2 Rosemary Mwandu ITA 

3 Felix Iema TRA 4 Alfred Kimea ITA 

5 Ahmad Mohamed ITA 6 Ryoba Mzalendo ITA 

7 Peaceline Mshana TRA 8 Evelyne Mwambije TRA 

9 Muganga William TRA 10 Jolly Karongo TRA 

11 Mtaka TRA 12 Kisesa K.S TRA 

13 Elibariki Chambua TRA 14 Mary Ruhara ITA 

15 Aretas Thomas TRA 16 Pascal Cumba ITA 

17 Cyril Chimililla ITA    

教授法研修（TOT）（1） 期間：5 日間（2014 年 9 月 1 日～5 日） 

1 Justine Kengera Accountant 2 Ahmad Mohamed Trainer 

3 
Caroline 

Mutayabarwa 
Trainer 4 Cyril Chimilila Trainer 

5 
Edward 

Mwakimonga 
Trainer 6 Emmanuel Masalu Trainer 

7 
Emmanuel 

Massewe 
Trainer 8 Hamza Abdulrahman Trainer 

9 Haji Mkwawa Trainer 10 Joyce Sichone Trainer 

11 Justine Musa Trainer 12 Philip Mbati Trainer 

13 Pilly Marwa Trainer 14 Praygod hao Trainer 

15 Jonas Senzige Trainer 16 Ryoba Mzalendo Trainer 

17 Sued Faiz Trainer 18 Pascal Gomba Trainer 

19 Evelyne Mwambije Trainer 20 Mary Ryhara Trainer 

21 Peaceline Mshana Trainer 22 Charles Sabumi Trainer 

23 Rosemary Mwandu Trainer 24 Joseph Chikongoye Trainer 
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25 Roland Fisher Trainer 26 Alfred Kimea Trainer 

27 Amos Benjamin Trainer 28 Isaya Jairo Trainer 

29 Rufina Milamo Trainer 30 Donati Tairo Trainer 

 

３－３－２ タンザニア側投入 

タンザニア側 C/P は下表のとおりである。 

表３－６ タンザニア側 C/P 

本プロジェクトに 

おける役割 

2012 年 3 月時点 

（氏名、職位、所属） 

2013 年 9 月時点 

（氏名、職位、所属） 

2014 年 10 月時点 

（氏名、職位、所属）

Project Director 

Mr. Abubakar Mussa 

Kunenge 

Director, Human 

Resource and 

Administration, TRA 

Same as on the left Same as on the left 

Project Manager 

Mr. Patrick K. D. 

Mugoya 

Rector, ITA 

（Acting）Mr. Charles 

Sabuni, Acting Rector, 

ITA 

Prof. Jairo Isaya 

Jayambo, Rector, 

ITA 

Counterpart Leader 

Dr. Emmanuel Masalu 

Trainer, Researcher & 

Consultant, ITA 

Same as on the left

（Acting deputy rector of 

ITA） 

Same as on the left 

TBC course, 

Advanced taxation 

program targeting 

TRA staff with 3 

years of working 

experience 

Mr. Emmanuel Masalu 

Trainer, Researcher & 

Consultant, ITA 

Same as on the left 
See below（C/P 

change） 

Taxation Advanced 

Course 

Mr. Emmanuel Masalu 

Trainer, Researcher & 

Consultant, ITA 

Same as on the left 

Mr. Ryoba 

Mzalendo 

Trainer, ITA 

Taxation Basic 

Course 

Mr. Emmanuel Masalu 

Trainer, Researcher & 

Consultant, ITA 

Same as on the left 

Mr. Emmanuel 

Massewe 

Trainer, ITA 

Program on 

International 

Taxation such as 

transfer pricing 

taxation 

Mr. Richard Donati 

Tairo 

Trainer, Researcher & 

Consultant, ITA 

Same as on the left Same as on the left 

Program on tax audit 

skills on 

Mr. Kimera Alfred 

James 
Same as on the left Same as on the left 
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computerized 

accounting system 

Assistant Trainer, ITA 

Program on tax audit 

skills in mining 

sector 

Mr. Hamza I. Ismail 

Assistant Trainer, ITA 
Same as on the left  

Sector Based Tax 

Audit 
N/A N/A 

Mr. Emmanuel 

Masalu 

Trainer, 

Researcher & 

Consultant, ITA 

Joining in JCC as a 

training manager  

of Dept. 

Ms. Hilda Nyamboga 

Teguwa 

Manager of Training 

Dept., Human Resource 

and Administration, 

TRA 

Mr. Yohana Gwarasa 

Manager of Training 

Dept., Human Resource 

and Administration, TRA 

Same as on the left 

Member of 

Governing council 

of ITA 

Prof. Jairo Isaya 

Jayambo 

Deputy Rector, Institute 

of Finance Management 

Same as on the left  

Deputy rector of ITA

（finance, facility） 

Mr. Charles Sabuni 

 

Same as on the left

（Acting rector of ITA） 
Same as on the left 

Deputy rector of ITA

（academic and 

research） 

 
Mr. Emmanuel Masalu 

Acting Deputy Rector 
Mr. Lewis Ishemoi 

Instructor of ITA 

（EAS course） 

Mr. Phillip Mbati 

Lecturer, ITA 
Same as on the left Same as on the left 

Instructor of ITA 

（EAS course） 
  

Mr. Ryoba 

Mzalendo 

Lecturer, ITA 

C/P member of TAC   
Ms. Pilly Marwa 

Lecturer, ITA 

C/P member of TAC   
Mr. Cyril Chimilila 

Lecturer, ITA 

Assistant Instructor 

of ITA（EAS course） 

Ms. Rose Peter 

Mwandu 

Tutorial Assistant, ITA 

Same as on the left Same as on the left 
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タンザニア側の財務的投入は、表 3-7 のとおりである。プロジェクト開始から 2014 年 10 月

までの拠出は約 5 万 2,500 米ドルである。 

このほか、現物出費として、プロジェクトチーム用の事務所スペース、事務所の机といす、

電気が提供されている。 

 

表３－７ タンザニア側の投入経費（2014 年 10 月時点） 

 現地経費項目 JFY 2012 JFY2013 JFY 2014 Total 

1 ToT トレーニングのための旅費

その他経費 

0 US$ 11,000 

 

US$ 18,000 US$ 29,000 

2 移転価格税制研修における

IBFD への支払い 

0 US$ 9,500 0 US$ 9,500 

3 米国における EAS 研修費用 0 0 US$ 14,000 US$ 14,000 

 合計 0 US$ 20,500 US$ 32,000 US$ 52,500 

1 米ドル＝1,658 タンザニアシリング（2014 年 10 月 JICA 換算レート） 

 

３－４ 活動実績 

PDM を基に、専門家チームから報告された活動実績は下表のとおりである。PDM に掲げた活

動はすべて順調に進捗している。 

 

表３－８ プロジェクトチームの活動実績 

活動 実績 

1-1. 税務行政改善及び TRA 職員の

能力強化に関するニーズ調査

を実施する。 

ニーズ調査は、初年次に実施し、その後は研修計画の際

に適宜実施。 

1-2. 上記ニーズを踏まえ、新規作成

/改訂が必要な研修事業を特定

する。 

研修事業の特定は初年次の第 1 回 JCC で合意した。3 年

次の第 4 回 JCC で特定された研修事業を変更した。 

1-3. 特定された研修事業のカリキ

ュラムを作成/改訂する。 

初年次：税務基礎コース（TBC）の改訂 

2 年次：電子会計システムコース（EAS）と国際課税コー

ス（ITC）を開発。改訂した TBC の研修実施。 

3 年次：EAS と ITC の改訂、第 2 回研修の実施。TAC の

開発・実施。第 2 回 TBC・TAC の計画、業種別税務調査

コース（SBC）の計画 

1-4. 特定された研修事業について、

ITA 講師による研修教材の作成

/改訂及び標準化を支援する。 

初年次：TBC に実務的内容を追加 

2 年次：EAS、ITC の研修教材を開発 

3 年次：TAC の研修教材を開発、EAS、ITC の研修教材

を改善、TAC の研修教材の改善予定、SBC の研修教材の

開発予定 
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2-1. ITA 講師を対象にして、特定さ

れた研修事業に必要な知識、ス

キル及び指導法を習得する研

修/セミナーを実施する。 

初年次：（1）教授法研修 I、（2）本邦研修 

2 年次：（3）EAS 事前研修、（4）税務調査事例セミナーI、

（5）本邦研修 

3 年次:（6）税務調査事例セミナーII、（7） 教授法研修

II 

2-2. ITA によって習得された知識、

スキル、指導法を ITA 内で共有

する。 

開発した研修をシニア講師、ジュニア講師の複数で講義、

運営することにより共有している。 

2-3. 特定された研修事業について、

ITA 講師によって実施される税

務行政研修を支援する。 

ITA にノウハウがない部分は外部講師を選定調達し、ITA

講師が外部講師から学べるよう研修実施を支援してい

る。 

EAS については、ソフトウェアベンダーに外部講師を依

頼し、第 2 回研修においては第 1 回よりも内製化率が上

がるよう支援した。内製化率は第 1 回（Tally）40％⇒第

2 回（Tally）70％となった。 

3-1. ITA の評価手順をレビューす

る。 

初年次に実施した。 

3-2. 評価手法を確立・改善する。 2 年次にプロジェクトで改訂した評価手法を用いて、2 年

次・3 年次までに複数のコースの評価分析を実施しコー

スの改善に取り組んだ。 

評価セミナーによって評価プロセスを ITA、TRA 人事部

門にさらに周知徹底。 

3-3. 特定された研修事業に関して、

ITA の研修受講者及び受講者の

所属組織/部署による評価を行

う。 

3 年次：ITC と TBC においてレベル 3 評価を実施。 

3-4. 評価結果の分析を行う。 2 年次：EAS、ITC、TBC で実施。 

3 年次：TAC、第 2 回 EAS、第 2 回 ITC で実施。今後 TBC、

SBC で実施予定。上記 ITC、TBC のレベル 3 評価も分析

を実施済み。 

3-5. 上記の評価分析結果を TMC 及

び関係する利害関係者に提供

する。 

上記研修評価分析結果を提供済み。 

 

３－５ 成果達成状況 

PDM において計画された成果の達成に向けて、プロジェクトはほぼ計画どおり実施されている。

終了時調査時点における成果 1 から成果 3 までの達成状況は、以下のとおりである。 
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表３－９ 成果 1 達成状況 

成果 1:研修事業の計画・準備プロセスが体系化される。 

指標（OVI） 結果 

1-1. ニーズ評価と研修計画のメカ

ニズムが開発され、改良され

る。 

●TRA の部門や税務職員向けにニーズ調査を実施した。 

●5 つのコースを特定した。 

TBC、TAC、EAS、ITC、SBC 

●すべてのコースについてニーズ調査を実施。 

●TBC、TAC、EAS 及び ITC のカリキュラムを開発/改訂。 

●SBC については、他ドナーとの重複を避けるため、計画

と実施が予定より遅れた。 

●TRA と ITA のコミュニケーションの場である TMC を通

して、TRA のニーズに正しく基づいた研修プログラム

が開発された。 

1-2. 研修教材が開発され、改良さ

れる。 

●TBC、TAC、EAS 及び ITC の研修教材が開発/改訂され

た。 

●TBC、TAC、EAS 及び ITC の教材に実践的な要素を加え

た。 

●他の 3 研修事業の教材は C/P と JICA 専門家の協力で開

発したところ、TAC の教材は C/P が開発した。 

1-3. 特定された研修事業のカリキ

ュラム及び研修教材に関する

研修受講者の平均満足度が、

研修カリキュラムで 95％以

上、研修教材で 85％以上に達

する。 

●現在まででカリキュラムについて平均満足度が 85％、

教材については 94％である。 

●TAC のカリキュラムの満足度が 63％と低い。講義内容

の量の多さに比して研修期間が短すぎるという理由に

よる。 

1-4. 各科目の教材の活用頻度が増

加する。 

●EAS の教材は改訂され再度使われた。EAS のために作

成された財務会計と電子会計の教材は TAC にも使われ

ている。 

●TAC の教材は再び使われる予定である。 

プロジェクトチームは、研修ニーズの情報を LTD、DRD から入手した。また、ダルエスサラ

ームにあるキノンドニ税務署、テメケ税務署にヒアリング調査を行った。関係する部署の研修ニ

ーズは、ニーズ調査の活動を通して分類、分析された。 

調査の結果に基づいて、5 つのコースが特定された

2
。それらは、TBC、TAC、EAS、ITC、鉱業

分野の課税コースである。 

鉱業分野の課税については、ノルウェーの援助と重複することが判明したため、鉱業分野の課

税から SBC への変更が 2014 年 6 月の JCC において正式に決定された。 

コースの特定に続いて、プロジェクトチームは、各研修コースについてカリキュラムと研修教

                                                        
2
 2011年9月の詳細計画策定調査において7つの研修コースが特定された。その7コースから4コースが選定され、鉱業分野の課

税コースが追加された。FY2013/2014において、ITAは30の短期コースを予定している。うち5コースがJICAの支援を受ける。 
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材の作成を開始した。TBC、ITC、EAS、TAC のカリキュラムは完成している。SBC については、

ニーズ調査を実施し、カリキュラムの計画を完了したところである。 

第 1 回 TAC 研修コースが実施された後、プロジェクトチームは、評価報告書に基づいて、TAC

のカリキュラムの改善を勧告した。 

研修教材については、TBC、ITC、EAS、TAC は開発済みであり、SBC はまだ完了していない。

TBC、ITC、EAS の研修教材の改訂を行った。TAC については、2015 年 2 月に実施される第 2 回

研修に向けて改訂を行う予定である。 

研修カリキュラム・教材の開発の過程で、科目パネルはプロジェクトにおいて、ニーズ調査、

カリキュラムや研修の評価における重要な役割を果たす機関と認識されていた。しかし、科目パ

ネルは元々、科目への講師の配置や試験の採点に重点が置かれている組織であった。そのため科

目パネルが思ったように機能しなかったので、ニーズ調査やカリキュラムのレビューの実施にお

ける組織的能力を向上させるために TMC が設置された。 

 

表３－10 成果 2 達成状況 

成果 2：ITA 講師の研修実施能力が強化される。 

指標（OVI） 結果 

2-1. ITA 講師による出版物の数が

増加する。 

●プロジェクト開始前の 1 年間の出版物数が 1 に対して、

プロジェクト開始後 2 年半の出版物数は 14 である。 

2-2. ITA 講師の知識・スキル及び指

導法に関する研修受講者の満

足度が、平均で 75％以上に達

する。 

●平均 92％ 

-EAS（Tally）1st 92％、2nd 97％   -EAS（ACL）95％ 

-ITC 98％    -TBC 89％    -TAC 78％ 

 

指標 2-1 については、たしかに出版物の数が必ずしも講師の能力に比例するものでないかもし

れない。しかし、この指標が採用されたのは（ア）出版物の数が講師の知識の水準を示すもので

あり、（イ）ITA の人材管理制度において出版物の数が職員の昇格に考慮されるからである。（ITA

講師による出版物のリストは付属資料 参照） 

プロジェクトの開始後、2012 年 11 月に「税務研修センター雑誌（Journal of Institute of Tax 

Administration）」の刊行が始まり、第 3 号が 2014 年 11 月に発行される予定である。これまで 14

本の論文が発表済み・発表予定となっている。 

ITA 講師の論文が掲載される税務研修センター雑誌の刊行は ITA 講師の研究へのモチベーショ

ンを刺激している。 

    

指標 2-2 については、すべての研修コースにおいて、満足度評価が 75％を超えている。 

新しい評価票の「講師の評価」部分における「知識」「スキル」「教授法」の 3 点が、指標 2-2

に対応する。高い満足度は、経験豊富な講師だけでなく、若い講師の能力が向上したことによる

ものであると考えられる。 
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表３－11 成果 3 達成状況 

成果 3：ITA の評価手順が強化される。 

指標（OVI） 結果 

3-1. 評価方法とフィード・バック

手法が開発され、改良される。 

●TBC、EAS、ITC 及び TAC にレベル 1 評価を実施した。

EAS においては、カリキュラムと教材の改善が行われ、

2回目の研修が改善されたカリキュラムと教材によって

実施された。 

●TBC 及び ITC にレベル 3 評価が行われた。 

3-2. TMCで受領された評価結果の

割合が 100％に達する。 

●100％受領している。 

3-3. TMCがレビューした評価結果

の割合が 100％に達する。 

●100％レビューしている。 

 

以前の ITA の評価票は 3 部構成になっており、第 1 部では教材や講師の知識、受講者の所属先

での職務との整合性が問われているものの、回答は「Yes」「No」の二者択一となっており、各項

目の程度が判断できないものとなっていた。第 2 部は研修コースがシラバスをカバーしているか、

第 3 部は ITA で食事を摂った受講者を対象としてケータリングサービスの満足度とカフェテリア

の整然度を問うものである。 

プロジェクトチームは、以前の評価票ではプロジェクトの遂行とフィード・バックに適合しな

いと判断して、新しい評価票の開発を提案した。新しい評価票は 2013 年 9 月から 10 月の C/P の

研修において開発された。 

新しい評価票は 3 部構成となっている。第 1 部は研修の満足度や教材の実用性、研修期間の適

切性などのコース全般の評価を問い、第 2 部ではそれぞれの講師について、その専門知識や教授

方法（いかに系統立てて受講者の理解を促進しているか）や質問や議論の適切な喚起の有無を問

う。第 3 部においては講師のごとに内容の難易度や実務上の実用性について問う内容になってい

る。 

設問の仕方も変更している。新しい評価票では、いずれの設問も 5 段階評価で回答させ、また

各部の最後に自由記入欄を設けている。 

プロジェクトチームは、新しい評価票を用いることによって、研修カリキュラム・教材の改訂

や講師のスキル・知識の向上に関する適切なフィード・バックができるようになった。 

 

フィード・バックの一例としては、EAS（Tally）の教材と教授方法は評価の結果を受けて改訂

され、その結果として満足度が向上したことがあげられる。モジュールについては 85％⇒100％、

講師については 92％⇒97％、教材については 95％⇒100％になった。 

 

３－６ プロジェクト目標達成状況 

本終了時評価時点では、プロジェクト目標の多くが達成されている。研修プログラムに係る

PDCA サイクルについてのみ、ITA 自身による運営管理（ステージ IV）までは到達しておらず、

プロジェクト期間終了時点においても完全に達成することは難しいものと考えられる。 
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表３－12 プロジェクト目標達成状況 

プロジェクト目標:ITA によって提供される研修事業が改善される。 

指標（OVI） 結果 

1. 研修プログラムに係る PDCA サイクルが

採用され、正式に ITA に導入される。 

1-1. ステージ I（initial stage）：PDCA サイクル

が存在しない。カリキュラムや教材は存在

するが、PDCA サイクルに基づいて開発さ

れていない。 

1-2. ステージ II：PDCA サイクルは存在するが

文書上においてである。 

1-3. ステージ III：PDCA サイクルは存在する

が、JICA コンサルタントチームにより管

理されている。 

1-4. ステージ IV：PDCA サイクルは存在し、

ITA 自身によって運営されている。 

●ステージ III まで達成した。 

ステージ IV に向けて準備中。 

2. 研修科目の範囲が拡大する。 ●新科目 EAS、ITC と TAC が開発され、実施

された。SBC はプロジェクト期間中に開発

され実施される予定である。 

●すべての特定された研修事業に実務的な内

容が盛り込まれた。 

●すべての特定された研修事業が開発され

る、または開発される予定である。 

3. 特定された研修事業に関する TRA 担当部

局（受講者の所属部署）の満足度が平均で

75％以上に達する。 

●現状まで平均で 90.4％。 

4. 特定された研修事業の受講者数が 210名以

上に達する。 

●すでに 166 名が受講し、105 名の受講が計

画されている。（合計で 271 名） 

 

３－７ 上位目標達成の見通し 

本終了時評価時点では、上位目標に関して個別の職場や個人において不適切な申告書の発見な

ど成果が表れている。しかし、TRA 全体としての上位目標の達成度を測るには時期尚早であると

考えられる。 
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表３－13 上位目標達成の見通し 

上位目標：TRA 職員の税務行政能力が強化される。 

指標（OVI） 結果 

1. 各 TRA 職員によって遂行された税務調査

の年間平均件数が増加する。 

調査団がインタビューした結果、受講者の知

識と技能の向上により業務処理速度が向上

したと聞いている。しかし、税務調査全体へ

の影響の評価は時期尚早。 

2. 税務調査件数あたりの平均追加徴収額が

増加する。 

新科目で習得した知識を使って徴税した事

例がある。しかし、税務調査全体への影響の

評価は時期尚早。 
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第第第第４４４４章章章章    評価評価評価評価 5 項目に照らした評価結果項目に照らした評価結果項目に照らした評価結果項目に照らした評価結果 

 

４－１ 評価 5 項目による評価結果 

４－１－１ 妥当性 

以下の確認結果から、妥当性は高いと評価する。 

    

タンザニア政府は、GDP に対する国内歳入の割合を向上させる具体的な数値目標を掲げ、

MKUKUTAII、開発 5 カ年計画、PFMRP IV 等において、関係当局の能力強化を国家戦略の 1

つとすることを明記している。現行の開発 5 カ年計画には、税基盤の拡大と税額控除の縮小に

よってその割合を向上させる取り組みが述べられている。また、現在開会中の国会で審議中の

VAT 法の改正案もこの趣旨に沿ったものである。MKUKUTA II では、税務行政能力の強化が強

調されており、TRA の能力向上や、特に同国天然資源の公平な分配による貧困緩和の観点から

も、資源産業からの税収増の必要性に言及されている。 

税収能力の強化のためには ICT の強化、納税者情報の管理、納税者情報の蓄積など各種手段

があるところ、税務当局の人材の能力強化が TRA の基礎的な機能を強化する手段である。し

たがって、歳入能力の増強を図るために、人材育成機関である ITA を支援することには妥当性

がある。 

TRA が ITA を指揮する権限を持ち、研修の必要性をよりよく理解できる立場にあることから、

TRA を直接支援することに論理的・物理的により高い妥当性があると指摘する考えもあろう。

しかし、TRA は、人材能力の戦略的改善を上記の国家戦略に基づくコーポレートプランの中で

明記しており、ITA によって税務職員の能力を強化することが TRA のコーポレートプランに貢

献すると述べている。よって ITA は、プロジェクトの直接的な C/P として理論的にふさわしい

と考えられる。 

日本は、対タンザニア国別援助方針において、タンザニア政府の行財政能力強化を支援する

と言及し、具体的な支援策として公共財政管理能力の強化を挙げている。 

 

４－１－２ 有効性 

以下の確認結果から、プロジェクト目標は全般的にアウトプットの十分な貢献により達成さ

れており、したがって、プロジェクトの有効性は高いと評価する。 

プロジェクトで新設・改訂に取り組む研修事業の範囲は、新規の TAC、EAS、ITC、（SBC、

2015 年 1 月実施予定）、既存の TBC の改訂と幅広い。研修の中身は、理論的すぎ実用性に乏し

いとの TRA からの批判に応えて、税務調査で実際に起きたケースを収集して内容に盛り込む

などより実用的なものとなった。ITA 講師の知識・教授技術教授法の向上を狙いとして、延べ

82 名の ITA 職員等に 5 回のセミナー（教授法、事例研究など）を実施した。特定された研修事

業の受講者の数は、指標である「210 名以上」を超え、プロジェクト終了までに 271 名を予定

している。 

研修事業への PDCA サイクルの採用はステージ III まで達成し、現在ステージ IV に向けて準

備中である。客観的に検証可能な指標（Objectively Verifiable Indicator：OVI 1：ステージ IV ま

で）。研修が終わるごとに、アンケート調査を実施して受講者の満足度を計測し、彼らの意見

を取り入れることによって、教材や教授法を検証している。加えて、TBC と ITC については、
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研修実施 9 カ月後に受講者の所属する部門において、業務遂行能力の変化による研修効果が測

定されることとなった。同調査での満足度は平均で 90.4％となった（OVI 3：75％以上）。自由

記入欄においては、受講者と所属部門の双方から、受講者が自信を持って業務を遂行できるよ

うになったとの意見があった。 

上記のとおり、ITA によって提供される研修事業の改善によって、OVI 2-4 は達成され、OVI 

1 はステージ III まで達成されてステージ IV の準備中である。 

ITA 講師 30 名中、特定された研修事業に携わる 12 名が C/P としてプロジェクトに参加して

いる。彼らは、カリキュラム・教材の開発、実施などの成果を上げ、その過程で自身の教材開

発能力と教授能力を向上させている。その結果、受講者の満足度は 92％となっている。このこ

とから、ITA の研修の質的向上は達成されているといえる。 

 

４－１－３ 効率性 

以下の結果から、投入は計画に沿って実行され、したがってプロジェクトの効率性は高いと

評価される。 

2014 年 10 月までに 10 名の専門家が 78.84 人月投入された。残る 5 カ月を含め、プロジェク

ト期間を通して 97.4 人月の投入が計画される。現在までのところ、投入は計画に沿ってなされ

ており、プロジェクトを実行するうえで大きな阻害要因は認識されていない。派遣された 10

名の専門家のうち、9 名が短期出張の形態をとり、1 名はダルエスサラームに常駐し、調整業

務を担うほか、日本人専門家と現地関係者の窓口となっている。 

本邦研修は 2 回行われ、延べ 22 名が日本に派遣された。研修の最後に書かれたアクション

プランを通して、研修員が自身の課題を明確に認識していることが把握できる。TRA の職員が

TAC の講義の一部を担当することになったのは、税務大学校において経験豊かな国税庁職員が

指導する方式を採用したものである。また、日本において、グループワーク及び OJT が強調さ

れていることを知ったことで、TAC と SBC にグループワークの手法が取り入れられるととも

に、新入職員育成のために OJT が TBC と組み合わせて導入されるなど新たな取り組みが検討

されている。 

科目パネルが機能していなかったことから、代わりに TMC が設置された。TMC は、2013

年 12 月以来 3 回開催され、PDCA サイクルを開発すべく、研修評価にかかるレビューと改善の

ための協議を TRA 及び ITA の関係者で行っている。従来は、TRA と ITA の間のコミュニケー

ションは実質的にはほとんど存在していなかったところ、TMC が両機関の抱える問題である人

材開発について議論する場となり、コミュニケーションが促進されている。例えば、TRA から

ITA への税務調査の事例の提供は円滑に行われるようになった。加えて、TMC の設置によって、

TRA のマネジャーと ITA の講師のコミュニケーションが構築され、両機関は円滑にニーズをお

互いに依頼することができるようなった。 

成果 1「研修事業の計画・準備プロセスが体系化される」は以下の活動を通して達成されて

いる。活動 1－1（ニーズアセスメントの実施）⇒活動 1－2（新設または改訂を必要とする研

修事業の特定）⇒活動 1－3（特定された研修事業のカリキュラムの作成・改訂）⇒活動 1－4

（特定された研修事業の研修教材の ITA 講師による作成・改訂及び当該プロセスの標準化の支

援） 

しかし、OVI 1－3（研修コースの満足度）については、研修カリキュラムが目標の 95％を下
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回り、2014 年 10 月までの平均は 87％である。教材は目標の 85％に対して、2014 年 10 月まで

で平均 95％の満足度となっている。 

研修カリキュラムの満足度の内訳を見ると、TAC の満足度が 63.0％という低水準である。そ

の原因は、短い期間に内容を詰め込みすぎ、宿題が多すぎると受講者が感じたことにあった（研

修期間については 12.5％の満足度）。これを受けて C/P は、2015 年 2 月の第 2 回 TAC に向け、

カリキュラム等の改訂を進めている。 

成果 2「ITA 講師の研修実施能力が強化される」については、活動 2－1（講師の訓練）及び

活動 2－2（ITA における知識と技能の共有）は順調に進捗している。1 つの講義を経験豊富な

講師と経験の乏しい講師の組み合わせで担当することによって、知識と技能の共有が進んでい

る。活動 2－3（ITA 講師による特定された研修事業の実施の支援）については、教えられる ITA

講師がいなかったことから、タンザニア人の外部講師（EAS）とオランダ人の外部講師（ITC）

が活用された。加えて、2015 年 1 月に予定される SBC においては、日本人専門家が講義の一

部を担当する。ITA 講師による講義の割合（内製率）は、教授法研修や特定された研修事業の

聴講を通した外部講師及び日本人専門家からの技術とノウハウの移転により向上している。例

えば、EAS(Tally)においては、知識とノウハウの移転の促進と ITA 講師の自己啓発によって、

内製率は 40％から 70％に向上した。プロジェクトは外部講師の選定とノウハウの ITA 講師へ

の移転を支援している。 

成果 3「ITA の評価手順が強化される」は、活動 3－1（ITA の評価手順のレビュー）、活動 3

－2（評価手法の確立と改善）、活動 3－3（特定された研修事業の受講者及び所属部署による評

価）、活動 3－4（評価の分析）及び活動 3－5（分析結果の TMC への提供）を通じて順調に進

捗している。活動 3－2 及び 3－5 は、JICA 専門家の提案により設立された TMC を通じて実行

される。 

 

４－１－４ インパクト 

以下の事実から、プロジェクトは上位目標の発現に向けて正しい道筋にあるので、インパク

トは比較的高いと評価される。 

    

OVI 1「各 TRA 職員によって遂行される税務調査の年間平均件数が増加する」及び OVI 2「税

務調査件数あたりの平均追加徴収額が増加する」は、受講者が研修事業を通して獲得した能力

を活用してよい結果を出すには時間がかかるため、現状で評価するのは時期尚早である。 

なお、早期に効果が発現しやすいと考えられる EAS においては、受講者が、研修で学んだ手

法を用いて多額納税者の不適切な申告を発見するというケースが生じている。 

税務能力の向上への関係者のモチベーションは高い。TMC の設置が TRA、ITA 両機関の間

のコミュニケーション及び両機関のスタッフ相互のコミュニケーションを向上させた。TRA の

関係者は TMC の設置後に ITA とのコミュニケーションが改善され、ITA の研修事業が TRA 職

員の職務能力の向上に貢献していることを認識したことから、モチベーションが高揚した。本

邦研修に派遣された職員は特に高いモチベーションを示している。 

ITA 講師は特定された研修事業の教材の開発や研修の実施を通して自信をつけている。また、

彼らは、教授法のセミナーに参加するだけでなく、知識と技能を自分で向上しようとして、例

えば、電子会計システムの操作練習など自学自習も行っている。インタビューを通して、彼ら
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は自身の役割と責任分野における課題を明確に認識していることが分かった。 

ITA が TRA に提供する 30 の短期コースのうち、TBC、TAC、EAS、ITC、SBC の 5 コースが

支援の対象となっている。その中で TRA の新入職員全員を対象とする TBC の改訂と 3 年の経

験を持つ TRA の職員を対象とする TAC の新設は、ともに研修体系の中核をなすものであり、

EAS、ITC の新設とカリキュラム、教材の改訂は、TRA の優先課題にかなうものである。 

当初予定していた鉱業分野の税務調査コースはノルウェーの援助と重複することがプロジ

ェクト開始後に判明したことから、その内容が変更され、業種別税務調査コースとして 2015

年 1 月に開催される予定である。その結果、SBC の開発が遅れ、最初の研修がプロジェクト終

了の少し前に行われることになる。しかし、開発が遅れたことから当該コースの開発は、C/P

がコース開発の経験を積み、モチベーションと能力が向上した後に行われることとなり、した

がって、内容が C/P の創意に基づく議論中心のものとなった。その中には本邦研修で学んだ内

容が生かされている。SBC は、TAC の上位に位置づけられ、議論中心という新しい手法を採り、

受講者の範囲も広いので、ITA の研修体系全体に与える影響は大きいと思われる。 

負の予想外のインパクトは想定されない。正の予想されないインパクトとしては、ITA の講

師が TRA 職員以外の学生向けのコースを持っていることから、研修を開発、実施、評価する

手法の改善により、これら学生の税に関する知識が向上する可能性があげられる。希望的には、

タンザニアの市民の税へのコンプライアンスが向上することが期待される。 

 

４－１－５ 持続性 

次の理由から、持続性は比較的高いと評価される。 

【政策面】 

タンザニアの開発戦略において、税金徴収と税務管理が重点分野の 1 つとされているところ、

目標を達成するのにさらに努力が必要であるので、当該戦略が短期的に変更される可能性は低

いと思われる。TRA と ITA は 5 年計画に基づいて、戦略とビジネスプランを計画し実施するか

ら、TRA と ITA の方針についても持続性が見込まれる。 

【制度面】 

TMC は、TRA・ITA 間の協力関係の拡大のために設置され、持続性を支える大きな要素であ

る。税務を担当する TRA と TRA 職員の研修を担当する ITA が共同で研修の教材や講師の評価

と改善を実施する TMC の機能が発揮されることが、PDCA を有効に維持し、その結果を維持

するための鍵である。 

また、TRA での経験を持たない ITA の講師 2～3 名を 3 カ月の間毎年 TRA が受け入れるアタ

ッチメントプログラムは、両機関の協力関係を強化すると考えられる。 

PDCA の持続性については、TMC において、TRA 及び ITA の ISO 品質管理マニュアルに研

修事業の PDCA が含められることが合意され、両機関は 2015 年 1 月までにそれを実施するよ

う準備している。両機関において ISO マニュアルの実施状況は毎年監査され業績評価に反映さ

れるため、同マニュアルに記載することは PDCA の持続性を担保する。 

【組織、財政面】 

TRA 及び ITA の活動の維持のための資金には大きな懸念はない。持続性を維持するために、

TRA 職員の研修の予算が TRA において確保され、継続的に計画どおり ITA に配分されること

が担保されることが必要であるところ、ITA の 2013/2014 年度から 2017/2018 年度までの戦略計
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画において、教材の開発、OJT の促進、TRA から ITA への講師の招聘及び新コースの開発・実

施がプロジェクトに関連した事業として掲げられ、予算配分が計画されている。今年度は、十

分な予算が配分され、執行されていることから、次年度以降も予算配分が続く可能性は高いと

考えられる。 

【技術面】 

TMC の枠組みにおいて、TRA は、地方事務所や税務署で収集した業務や税務の促進に関連

した研修の提供を ITA に求めることができる。逆に、ITA は TMC を通して研修に必要な情報

の提供を TRA に依頼することができる。このような TRA と ITA の間の情報交換によって、理

論と実践のバランスの取れた研修コースの実施が可能になっている。 

研修の評価結果が TMC においてレビューされるため、ITA の講師はカリキュラムと教材を

見直し、教授技術を改善することが求められる。評価の手法はデータの収集から分析までシン

プルなものであり、評価手順は技術的に C/P によって継続実施することができる。 

2014 年 8 月に実施された TAC は、多量の内容に比べて短い研修期間であるという理由で、

受講者の十分な満足を得ることができなかった。カリキュラムと教材を改善するために PDCA

を回しているところである。「Check」は完了し、「Act」と第 2 回研修に向けた「Plan」が進行

中である。第 2 回 TAC が 2015 年 2 月、プロジェクト終了直前に実施される予定であり、そこ

で「Do」がなされる。その「Check」と「Act」はプロジェクトが終わった後に完了することに

なる。 

同様に SBC について、現在初回の研修の「Plan」の途中であり、「Do」は 2015 年 1 月に実施

され、「Check」まではプロジェクトの終了までになされる予定である。SBC の評価結果によっ

ては、第 2 回 SBC に向けて大きな変更が必要となる可能性はある。 

以上のように、第 2 回 TAC 及び第 1 回 SBC の結果が技術的持続性の程度を左右すると考え

られる。 

したがって、技術的持続性は中程度と評価される。 

 

４－２ 成果達成の貢献要素と阻害要因 

４－２－１ 貢献要素 

● C/P のメンバーと関係する TRA 職員が本邦研修において意欲を向上させた。 

● TMC の設置が ITA と TRA の間のコミュニケーションを促進した。また、TMC が研修の

レビューと評価を公式に承認する手続きが確立している。 

● TRA からの講師が良いパフォーマンスを発揮することによって TAC その他の特定され

た研修が実践的で有用なものとなった。TRA 職員によって行われた講義は受講者に高く

評価され、また、研修を聴講した ITA 講師にも有用な示唆を与えた。 

● 各分野を担当する適切な短期専門家が適切なタイミングで派遣された。 

● 現地に常駐する専門家（人材育成計画/プロジェクト管理補助）が C/P、TRA、プロジェ

クトチーム間のコミュニケーションを円滑なものとした。 

● プロジェクトの過程で、若い ITA 講師が意欲を増進させ、その意欲が能力の向上につな

がり、実行過程を加速した。 

● アタッチメント・プログラムにより ITA 講師が税務調査にかかる現場の経験を蓄積した

ことで、経験の少ない ITA 講師に知識と自信を与えた。 
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● 経験豊富な ITA 講師と経験に乏しい ITA 講師が共同で講義を行うことにより、知識とス

キルの移転が加速された。 

● プロジェクトチームは、複数のコースの同時開発から 1 コースずつの開発に方針を変更

した。1 コースずつの開発によって、限られた C/P を効率よく活用することができた。 

 

４－２－２ 阻害要因 

● C/P は、長期コース（一般学生向け）など同時に多くの仕事を抱えており、したがって、

プロジェクトの活動に時間を割くのに苦労したと見受けられる。C/P の数を増やすこと

で、この問題は部分的に解決した。さらに、ITA が新しい講師を採用することで（例え

ば、2014 年には 4 名）、この負担が軽減されることが期待される。複数のコースを開発

することが 1 人の特定の C/P に負荷をかけすぎた結果、プロジェクトの進行が遅れた。 

● 科目パネルは、プロジェクトにおいて重要な役割を期待されたが、機能しなかった。プ

ロジェクトチームは代わりに TMC の設置を勧め、実際に設置された。2013 年 12 月から

3 回会議が開催され、プロジェクトの進行をレビューしている。 

● 学長と担当副学長が長期間空席となり、プロジェクトの円滑な進行を次の 2 つの理由で

妨げた。（ア）意思決定が遅れた。（イ）1 人の C/P が副学長代行の役割も兼任したため、

プロジェクトに集中できないほど忙しくなった。 

● ノルウェーとの援助の重複が鉱業セクターで発見された。プロジェクトは特定された研

修事業を鉱業に代えて、業種別税務調査コースに変更した。この変更は正式には 2014

年 6 月の JCC で決定した。 

 

４－３ 結論 

ノルウェーの援助との調整の必要性による業種別税務調査コースの遅れを除いて、プロジェク

トは全般的に計画どおり実行され、良い結果を残したといえる。 

プロジェクトが現状どおりに進行すれば、残る活動はプロジェクト期間中に完了すると考えら

える。 

プロジェクトが新設・改訂の支援を行う「特定された研修事業」の選定は TRA のニーズに合

致した。TBC（改訂）と TAC（新規）は TRA の長期的なニーズに合致し、EAS（新規）と ITC

（新規）は緊急の研修ニーズに合致する。計画している SBC（新規）は長期、短期両方のニーズ

に合致すると思われる。日本側は選定された特定された研修事業に適切な投入を行い、タンザニ

ア側は適切な人材を配置し、また追加投入した。 

特定された研修事業の内容については、TRA 職員である受講者や受講者の部署に満足されてい

る。研修事業の PDCA サイクルは確立され、ITA 講師はこの PDCA の手法を習得している。PDCA

のプロセスは、近く TRA、ITA 両機関で正式の手続きとなる予定である。TRA の関係者はプロジ

ェクトに満足し、研修で学んだ知識や技能は TRA 職員の日常業務に役に立つと言っている。 

従来は TRA と ITA の関係者が一堂に会して TRA 職員の研修について議論する場が存在しなか

ったところ、TMC の設置は実りあるものとなった。お互いのニーズを TMC を通して理解するこ

とによって、ITA は、以前よりもより実践的な研修を提供することに成功した。TMC の開催はア

タッチメントプログラムの促進にも貢献した。 

プロジェクト目標の達成は、税務管理のために働く TRA 職員の能力を向上させるという上位
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目標に導くものと期待される。 

「TAC」と、遅延が発生している「SBC」において、追加的に実施し PDCA サイクルをもう 1

～2 回回すことで、プロジェクト目標の達成度はより高くなると見込まれる。このため、プロジ

ェクト期間の延長は有益である。 
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第第第第５５５５章章章章    提言と教訓提言と教訓提言と教訓提言と教訓 

 

５－１ 提言 

（1）TMC の機能の維持 

TMC の設置及びその機能は成功している。TMC が ITA と TRA の懸け橋になり、TRA 職

員への研修の実施における PDCA 定着を図る機能を維持することを強く勧める。TMC は ITA

と TRA の中に組織的に位置づけられ、持続性が確保されなければならない。 

 

（2）PDCA を担当する部署及び担当者の指名 

PDCA の持続性を確保するために、ITA において特定の部署と担当者を指名すべきである。

そのために科目パネルの活用は一案。もう 1 つは PDCA を ITA の品質管理システム（QMS）

に組み込むことが考えられるが、PDCA サイクルの本来の目的と基本的な考え方は維持され

るべきである。 

 

（3）ITA の人材開発の TRA の研修ニーズへの合致 

ITA の戦略計画は TRA の計画の目的に組み込まれているところ、TRA 職員の研修ニーズ

は中長期的に ITA が提供しうる研修の内容に合致することが期待される。例えば、研修コー

スは職員の a）経験年数、b）キャリアの種類、c）専門知識によって分類することができる。

TRA 職員の研修の提供機関として、ITA は、このような分類に従って講師、カリキュラム、

教材等を準備することが必要である。そのため、ITA は講師のキャリアパスが描けるよう講

師の能力開発計画を立てるべきである。 

 

（4）税制改正への対応 

付加価値税（VAT）法及び包括国税管理法の改正により、ITA の業務負荷及び ITA への要

求に影響を与えうる可能性があるため、ITA はその施行に向けて十分な準備をすべきである。 

 

（5）プロジェクト期間の延長 

TAC は、ITA の研修体系の中心にあると認識されるので、TAC における PDCA をあと 2～

3 回行うことが研修事業の PDCA サイクルの継続性の担保に役立つ。 

また、最初の SBC が 2015 年 1 月に行われるため、次回の SBC の実施支援も役に立つ。 

したがって、TAC、SBC 及びその PDCA のための支援の延長は有益である。 

 

※本プロジェクトの主な C/P は ITA であるものの、TRA がプロジェクトの遂行に大きな役

割を果たしたことにかんがみて、TRA の活動に関しても提言を行う。 

 

（6）TRA 職員の ITA への派遣 

アタッチメントプログラムに加え、税務調査や税制研究等の分野の TRA 職員を ITA に派

遣することは以下の理由から有益である。TRA 職員の現場での経験を ITA 職員と共有できる

こと、知識を ITA 職員に伝えることができること、逆に TRA 職員が EAS や移転価格など海

外や最新の知識を ITA から得ることができる。  
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（7）TRA 新入職員への OJT の導入 

TBC と OJT を組み合わせた教育指導をすることによって、TRA 新入職員の能力開発を効

果的に進めることができる。 

 

（8）税務調査の手順の整備 

税務調査等に関して研修を通じて得たスキルや手法は、適正な執行手続きを伴った税務調

査の手順が法制度化されてこそ、十分に効果を発揮する。したがって、TRA は自ら主導して、

執行手続きを整備し、職員が研修で獲得したスキルや手法を現場で適用できる基盤を整える

べきである。 

 

（9）税制改正への対応 

VAT 法の改正と包括国税管理法の制定は、間の経済活動に影響を与えるため、TRA は、積

極的な周知活動によって納税者のコンプライアンスを向上させる必要がある。税のコンプラ

イアンスは収税の基盤を拡大するうえで不可欠である。 

 

５－２ 教訓 

（1）TMC の設置と定期的開催が、TRA、ITA 間のコミュニケーションを促進した。コミュニケ

ーションが実質的に存在しない組織間において、共通の目的を有した構成員で委員会を設置

し定期的に開催したことが、コミュニケーションの促進と、事業の推進に貢献した。 

TMC のメンバーとして、TRA の各部門の研修マネジャーを組み入れたのが TMC の機能を

増すことになったと考えられる。研修マネジャーが各部門の研修ニーズを取りまとめ、また、

ITA からの研修用事例の提供の要請に応える窓口の機能を果たしている。 

 

（2）PDCA の実施を ISO マニュアルに組み込むことを検討している。既存の手続きの枠組みに

PDCA を組み込むことによって、持続性を担保する手法は応用が効くと考えられる。 

ISO マニュアルは、通常毎年実施状況の審査があり、業績評価に影響するため、これへの

手続きの組み込みは、手続きの持続性を担保するための強力な手段となると考えられる。 

 

（3）学長、副学長の一時期の不在と、当初は 1 人の C/P に業務が集中したことにより、活動が

阻害された。C/P の陣容をあらかじめ手厚くし、権限移譲など仕組みを構築しておけば、そ

の影響を最小限に抑えることができたと考えられる。 

 



付付付付    属属属属    資資資資    料料料料    
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６．EAS Evaluation Form No.1 

 

７．主要インタビュー記録 

 

８．終了時評価討議議事録（Minutes of Meeting：M/M）  
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